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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る７日設置されました

予算審査特別委員会及び条例等審査特別委員

会の２特別委員会の委員長、副委員長の互選

の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長西村盛男委員、

副委員長堀光雄委員、条例等審査特別委員会

委員長野坂篤司委員、副委員長加澤明委員と

それぞれ決しました。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ 市政に対○議長（馬場騎一君）

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

おはようございま○１１番（春日洋子君）

す。１１番、公明党の春日洋子でございま

す。

通告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、薬物乱用防止対策についてお伺

いします。

命をむしばむ薬物依存、昨今、大麻や覚せ

い剤など、薬物乱用のニュースが相次いでい

ます。これらの違法薬物は、乱用を繰り返す

うちに強い精神病症状を引き起こすととも

に、薬物摂取への欲求を抑えられなくなる薬

物依存症となり、一度依存症に陥ってしまう

と脳の修復は困難とされ、完治できないとさ

れています。このため、薬物を再使用する者

が後を絶たないのが現状です。

折しも、１０月１日より１１月３０日まで

は麻薬・覚せい剤乱用防止運動月間でありま

したが、警察庁が８月に発表した平成２１年

上半期の薬物・銃器情勢によりますと、覚せ

い剤事件の検挙人数は５,３８４人で、１３.

１％減りましたが、押収量は６.４倍の約２

６３キログラムに激増しており、覚せい剤の

需要が依然として根強く、使用者が減ってい

るとは言えないのが実情となっております。

また、大麻の所持や栽培などの検挙件数

は、昨年の同時期と比較してみますと１３.

４％増の１,９０７件であり、検挙人数も２

１.３％増の１,４４６件に上り、いずれも上

半期の統計が残る１９９１年以降で最多と

なっています。

特に、憂慮されるのは、中・高校生や大学

生などの１０代、２０代の若者の間で汚染が

広がっていることです。上半期中に大麻絡み

の事件で摘発された１,４４６人のうち８５

％が初犯で、６３％が２０代以上という数字

がその実態を裏づけており、さらに、近年急

増している合成麻薬ＭＤＭＡなどでは、検挙

人数のうち、少年及び２０歳代の若者層が約

５割を占めており、若年世代への違法薬物汚

染が浮き彫りになっています。

では、若者はなぜ薬物に手を出してしまう

のでしょうか。始めるきっかけは、快感への

追求、好奇心といったものがほとんどと思わ

れていますが、それだけではなく、やせられ

る、自信がつく、充実感がある、すかっとす

る、元気が出るといった誘い言葉につい乗せ

られ、危険な薬物とは知らずに手を出してし

まうケースもあり、遊び友達、昔の同級生、

職場の仲間など、信頼のおける身近な人から

勧められ、いつの間にか薬物乱用に染まって

しまう場合もあります。

また、偶然の出会いも多く、特に未成年者

は、たまたま行った友人宅のパーティーでシ

ンナーやマリファナと出会い、その後、乱用

を繰り返すといったケースがよく見られると

いうことからも、日常生活の中に薬物乱用へ

の誘惑が存在していることがわかります。

さらに、薬物が若い層に広がっている背景

の一つとして、専門家は一様にインターネッ

トの普及を指摘しており、薬物の情報がネッ

ト上にはんらんしていることから、若者たち

はほとんど罪意識のないまま、興味本位で安

易に手を出していると見られています。

私たちの脳は、２０歳ごろまで成長すると
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言われていますが、殊に小学生、中学生、高

校生までは心身ともに発達する大事な時期で

あり、この時期に薬物を乱用してしまうと、

脳や体の成長がストップし、感情のコント

ロールができず、意欲がなくなり、怒りっぽ

くなるなど、心身の発達が損なわれ、家族や

友達とのコミュニケーションもできなくなっ

てしまいます。何にも増して、身体の成熟と

ともに人格の形成に大切な時期である思春期

に薬物乱用の悪循環に取り込まれてしまうこ

とは、大切な人生をだめにしてしまいます。

若い世代が一時的な好奇心で薬物に手を染

める風潮そのものを変革しない限り、薬物の

根絶は実現し得ないと強く感じております。

そこで、これまで以上に家庭や地域、学校

など、大人社会の責任と役割を自覚するとと

もに、「ダメ。ゼッタイ。」と啓発ポスター

の標語にもあるように、薬物は絶対許さない

との強い意思を社会全体で持ち合い、撲滅へ

の機運を高めることが重要と考え、本市の薬

物乱用についての現状の認識と、その防止策

について、また、警察や市民団体、教育機関

などと連携しての社会全体での取り組み体制

についてお伺いします。

次に、食物アレルギー児への対応について

お伺いします。

国民の３０％が何らかの症状を持っている

と言われるアレルギー、この国民病とも言え

るアレルギー疾患には、花粉症、アトピー性

皮膚炎、ぜんそく、化学物質過敏症などのさ

まざまなものがあり、その原因の複合化や症

状の重症化などが指摘されているものの、正

しい知識による対処や治療の大切さが十分理

解されていません。

これらのアレルギーの一つに、食物アレル

ギーがあります。食べ物や飲み物を摂取した

後に、じんま疹などの皮膚症状、呼吸困難な

どの呼吸症状、腹痛などの消化器症状が起こ

ることを言い、中でも、血圧が下がり、意識

がなくなったりぐったりするアナフィラキ

シーショック症状を伴うショックを起こすこ

ともあり、早急に対応しなければ命を失いか

ねない危険性のある症状もあります。

食物アレルギーは、特にこの１０年から２

０年の間に先進国を中心にふえており、社会

問題にもなっています。厚生労働省研究班の

調査によると、日本では、１歳児の１０人に

１人、３歳児の２０人に１人、学童期の子供

５０人に１人が何らかの食物アレルギーを起

こすと考えられています。

どのような食物に対してアレルギー反応を

起こすのかは人それぞれですが、日本で多く

認められている食物アレルギーの原因食物に

は、卵、牛乳、小麦、そば、ピーナッツ、甲

殻類、魚類、果実類などがあります。このう

ち乳児期に多いのが、卵、牛乳、小麦で、幼

児期には、そば、ピーナッツ、魚類、果実に

対するアレルギーが加わります。さらに、学

童期から成人にかけては、卵、牛乳が減り、

そばや甲殻類がふえてくるのが特徴であると

されています。

このように、乳幼児から成人まで、特定の

食物が原因でアレルギー症状を起こす人がふ

えており、中には、死に至るほど重篤な症状

の人もいることから、食品中のアレルギー源

に関する正確な情報提供の必要性が高まり、

２００２年４月より、箱や袋、缶や瓶などの

容器包装された加工食品については、特定原

材料のアレルギー表示が義務づけられる制度

がスタートしました。

当初、法令で規定する特定原材料は、卵、

牛乳、小麦、そば、ピーナッツの５品目でし

たが、昨年６月３日よりエビとカニが加わ

り、７品目となっております。さらに、表示

を推奨する１８品目として、アワビ、イカ、

イクラ、オレンジ、キウイフルーツ、牛肉、

豚肉、サバなどが挙げられています。

さて、文部科学省の調査によると、小中高

の児童生徒の２.６％に上る子供が食物アレ

ルギーを持っており、多くの学校では何らか

の対応が求められるようになっていると言わ

れます。

こうした中、神奈川県横浜市にあるＮＰＯ

法人アレルギーを考える母の会では、同会の
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発足１０周年を記念して、学校における食物

アレルギー児への対応のあり方を考えるシン

ポジウムが開催された旨の新聞報道がありま

した。

医師や教職員、保護者など多数が参加した

このシンポジウムでは、昨年春から全国の小

中高に配付されている学校のアレルギー疾患

に対する取り組みガイドラインの意義と課題

について話し合われ、この中で、文部科学省

の担当者は、ガイドラインの意義を、アレル

ギーを持つ児童生徒もほかの児童生徒と同じ

く、不自由なく安心して学校生活が送れるよ

う学校がどう取り組むかについて、保護者と

学校、主治医による協議を促すためのツール

であると協調。

また、日本アレルギー学会前理事長である

国立病院の医師は、講習会の開催など、ガイ

ドラインの活用が進んでいる地域がある一方

で、対応がおくれている地域も少なくない現

状を紹介しつつ、教育委員会と学校、自治体

の連携が非常に重要であると話しています。

さらに、保護者からは、ガイドラインの内

容や食物アレルギーの最新治療に関する周知

や意識啓発をさらに進める取り組みの重要性

を訴える声が出たとのことでした。

以上、申し述べさせていただいた背景を踏

まえ、本市におきましては、食物アレルギー

を持つ子供への対応をどのように取り組んで

いるのか、お伺いします。

最後に、助産師外来の開設についてお伺い

します。

妊娠中の体や心の変化は一人一人違うもの

です。助産師外来は、正常に経過している妊

婦さんを対象に、助産師がその専門性を生か

して、妊婦健康診査や保健指導、相談対応を

行うものですが、妊婦さんと御家族が安心し

て妊娠生活を送れるよう、また満足度の高い

お産ができるよう、妊婦さんの不安の軽減や

疑問の解決、そして妊娠中の健康を自己管理

するお手伝いをしながら、よりよい出産環境

の充実を目指していくものです。

本県において助産師外来を開設している医

療機関は、青森市においては、県立中央病

院、市民病院、共立病院の３病院で、弘前市

では、国立弘前病院、健生病院の２病院、ま

た、八戸市においては、八戸赤十字病院が開

設されていると伺っております。

さて、助産師外来の開設に関して、私は昨

年、第２回定例会において質問させていただ

いておりました。その開設に対しては、妊婦

さんの一般健診につきましてすべて助産師が

行っており、助産師外来の機能を既に果たし

ていることから、現在のところ、設置する考

えは持っていないとのお答えでした。

深刻な産科医不足対策としても、助産師外

来の開設は、産科医の負担軽減に少なからず

つながっていくものと思うとともに、妊婦さ

んに安心を与え、精神的な役割を担う助産師

の積極活用は待ち望まれているものです。

改めて、本市においては、昨年来、助産師

外来の開設について、これまでどのように検

討されてきたのでしょうか、また、今後の予

定についてお伺いします。

以上で私の質問を終わります。御答弁をよ

ろしくお願いいたします。

ただいまの１１番春○議長（馬場騎一君）

日洋子議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

おはようございま○市長（種市一正君）

す。

ただいまの春日議員さんの御質問のうち、

民生問題については私から、その他について

は教育長等から答弁させますので、御了承願

いたいと思います。

まず、薬物乱用防止対策についてお答えを

いたしますが、覚せい剤などの薬物の乱用

は、御指摘のとおり、人間の命はもとより、

社会の安全を脅かすなど、極めて重要な課題

と考えております。

また、警察庁が８月に発表されました、議

員さんからもお話がありましたが、平成２１

年上半期の薬物・銃器情勢によると、覚せい

剤事犯の検挙数は全国で５,３８４人、昨年
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同期に比べまして１３.１％減少しているわ

けでありますが、押収量については逆に６.

４倍と、約２６３キロに激増しておるという

ことでありまして、覚せい剤の需要が依然と

して根強くあることから、使用者が減ってい

るとは言えない現状にあるのではないかなと

思います。大麻事犯の検挙数は１,４４６人

で２１.３％の増加と、いずれも統計をとっ

て以来の、上半期では最多になったとのこと

であります。

当市における現状についてということであ

りますが、青森県警察本部では、自治体ごと

の検挙件数を公表していないため不明であり

ますが、県全体における薬物事犯検挙数は、

覚せい剤事犯では、平成１８年は４９人、平

成１９年は６４人、平成２０年は４２人と

なっておりまして、大麻事犯では、平成１８

年は１人、平成１９年は１１人、それから平

成２０年は１５人と、増加傾向にあることは

事実であります。

このようなことから、市といたしまして

も、三沢警察署をはじめ、関係団体、高校

生、中学生で構成されております少年非行防

止をサポートするジャンプチームなどの協力

をいただきながら、街頭キャンペーン等を実

施、リーフレット、ポスターなどの配布を行

い、薬物に対する正しい知識や乱用の防止、

啓発に努めているところであります。

昨今の芸能界等の薬物汚染報道もあり、青

少年などへの悪影響も大いに懸念されること

から、今後は、広報みさわあるいはマックテ

レビ等でも広く市民の皆さん方に呼びかけ、

警察はもとより、関係団体とも連携をいたし

まして、薬物乱用防止対策をより一層強化し

てまいりたいと、このように考えております

ので、御理解を賜りたいと思います。

以上であります。

教育長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質問の○教育長（横岡勝栄君）

健康問題についてお答えいたします。

食物アレルギーに関する各校での取り組み

についてですが、保健調査票を使って、食物

アレルギーのある児童生徒を把握しているこ

と、職員間での情報の共有の場を持っている

こと、当該児童生徒は給食のメニューを確認

すること、そして、周りの児童生徒には命に

かかわることであることを指導し、無理には

食べさせないことなどの指導を行っておりま

す。

次に、学校のアレルギー疾患に対する取り

組みガイドラインについての研修について

は、現在のところ、実施しておりませんが、

ただいま御答弁申し上げましたように、アレ

ルギー疾患に関する取り組みについては、各

学校において適切に対応しているところであ

ります。特に、学校、保護者から個別に相談

があった場合は、給食センターの栄養教諭が

随時相談に応じているところであります。

いずれにいたしましても、子供たちは学校

給食をとても楽しみにしています。このこと

から、アレルギー疾患の児童生徒が安全にそ

して安心して給食が食べられるように、今後

は、さらに県、関係機関の指導を仰ぎなが

ら、学校のアレルギー疾患に対する取り組み

ガイドラインを活用し、養護教諭、栄養教諭

による教職員の指導に当たってまいりたいと

考えております。

以上でございます。

病院事務局長。○議長（馬場騎一君）

助産師○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）

外来の開設についての御質問にお答えいたし

ます。

平成２１年１月に、青森県が中心となり、

県南地域の安全・安心な産科医療の確保に向

け、東北大学病院、八戸市立市民病院、国民

健康保険五戸総合病院と当院が連携し、青森

県南地域産科医療体制強化推進事業を立ち上

げたところです。

当事業では、出産管理情報ネットワーク構

築研究を行い、病院と病院、医師と医師がそ

れぞれ連携し、妊婦健診の結果が記入された

共通診療ノートで情報を共有することによ

り、ハイリスク分娩を八戸市立市民病院に集

約し、ローリスク分娩と妊婦健診を国民健康



― 13 ―

保険五戸総合病院と当院が協力し、行ってい

くこととしております。助産師外来もこの研

究の一環であり、産科医師の地域偏在化、産

科医師不在地域をカバーするモデルケースを

つくるため、助産師外来開設の必要性が生じ

たものであります。

また、このような状況の変化とあわせて、

ただいま御質問で御指摘のありました平成２

０年第２回定例会で春日議員さんから御質問

のあった、助産師が妊娠期から出産・育児に

わたり継続的なケアを行うことにより、妊婦

の不安の軽減や疑問の解決を図ることができ

る助産師外来の御提案を踏まえつつ、検討し

てまいりました。

助産師外来の開設に当たっては、院内で、

ことし９月に、医師をはじめ、助産師６名を

含む計８名で構成するプロジェクトチームを

立ち上げ、研修会への参加や他医療機関の助

産師外来の視察を行い、助産師外来の実施マ

ニュアル、医師への報告基準等の作成を進め

てまいりました。

今後の助産師外来の開設時期等につきまし

ては、平成２２年１月１８日にスタートし、

毎週月曜日から金曜日まで実施することとし

ております。

また、市民の皆様へは、院内でのお知らせ

のほか、広報みさわやホームページへの掲

載、マックテレビを通じて周知を図ってまい

ります。

以上でございます。

１１番。○議長（馬場騎一君）

通告順に再質問さ○１１番（春日洋子君）

せていただきます。

１点目の薬物乱用防止対策についてお伺い

いたします。

本日の一般質問に先立ちまして、私も、教

育現場では年齢に応じてどのような薬物乱用

防止対策が取り組まれているのかということ

を実際に学ばせていただこうと思いまして、

小中高８校でありましたけれども、訪問させ

ていただきました。

小学校においては、年齢が低いということ

で、まずは喫煙と飲酒防止、まれに保護者か

ら安易に勧められる御家庭もあるということ

で、そちらの飲酒を防止する学習をポイント

にして、卒業前の６年生に薬物防止の教育を

しているということでありました。中学校に

おきましては、学校保健計画に位置づけた薬

物乱用防止教室に講師を招くなどの方法で開

催し、また、学校の保健体育の授業の中で継

続的に指導が行われているということをお伺

いいたしました。高校においても同様の取り

組みであり、高校３年間の生活の中で、各学

年ごとに３回、そして全校に向けての１回と

いうことで、生徒は卒業時までに４回、高校

生の場合はしっかりと教育を受けているとい

うことをお聞きしてまいりました。

このように、学校ではしっかりとした薬物

乱用防止についての取り組みをされていると

いうことがわかりましたことから、今、大人

の私たちが責任と自覚を持ってこの撲滅に対

する機運をいかに高めていくか、啓発運動を

さらに進めていくかということが重要である

というふうに私は考えました。

そこで、その方法の一つの参考ということ

になりますけれども、公明党では、１０年ほ

ど前から薬物乱用防止キャラバンカーの活用

を推進してまいりました。このキャラバン

カーは、厚生労働省の委託事業として、全国

的に啓発運動キャンペーンを平成１３年度か

ら、全国に８台、いかなる場所にもこのバス

を招くことができます。８台設置して、推進

しております。対象者は、小学高学年から中

高ということで、１回に２０人、１工程１５

分で学習をするようにできております。

このバスは、大型バスを改良して、最新ハ

イテク技術による機器を搭載して、薬物乱用

に対する正しい知識が学べるようになってい

るのです。このキャラバンカーの事務局に、

こちらの希望の予約をいたしますと、無料で

このバスがやってまいります。非常に全国で

好評を博して、１年ぐらいの期間は予約で

いっぱいということも伺っておりますけれど

も、ぜひこの取り組みを。学校はこのように
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しっかり行っていらっしゃるということで、

私たちの地域の中で、例えばＰＴＡ研修の一

環として、また町内会の取り組みなどとし

て、さまざまな場所、機会をとらえて、創意

工夫をして、ぜひまたこのキャラバンカーを

呼ぶことも一つの方法ではないかというふう

に思っております。

私も、学校訪問の折に、参考までにこの

キャラバンカーについての詳しい資料等をお

渡しさせていただきましたけれども、行政に

おいてもまたこの取り組みを推進していただ

ければありがたいと考えるものです。この点

について、最初にお聞きしたいと思います。

先ほどの２点目の食物アレルギー児への対

応についてですけれども、現在はガイドライ

ンということでの研修はされていないという

ことでしたけれども、中高になりますと、も

ちろん自分自身が何にアレルギーを起こすか

ということはしっかりわかっておりますけれ

ども、例えば年齢の低い小学校の低学年の子

供は、気をつけているようでも、うっかり、

万が一食べてしまった場合に備えて、例えば

教職員の方々が、どのような症状があらわれ

るのか、そのときにどう対処すればいいのか

などのシミュレーションをしておくこともま

た必要ではないかと思っております。

エピペンと言いまして自己注射、アナフィ

ラキシーショック症状を起こす児童の方が

ちょっといらっしゃるようですので、国とし

ては、昨今、救急隊員もこのエピペンの自己

注射をできるようになりました。また、教職

員におきましても、しっかり研修を受けた場

合ですけれども、学校にその対象者の子供が

いる場合、先生も医師から託されたエピペ

ン、自己注射を預かって、いざショック症状

を起こしたときには、その子供にその注射を

打つことができる、こういうこともあります

けれども、この辺の取り組みとしてはいかが

でしょうか。

もう１点なのですけれども、これは、教育

現場からの御要望として承ってまいりました

けれども、給食の献立表の中で、特定原材料

が一括で表示されている場合など、どの材料

にこの特定原材料が含まれているか、表示を

見ただけではわからない場合があるそうなの

ですね。学校からの問い合わせの際には、使

用した原材料について適切に情報提供をお願

いしたいと希望しておりましたけれども、こ

のような問い合わせに対しては十分対応でき

る体制ができているかどうか、お聞きしたい

と思います。

そして、最後になりますけれども、助産師

外来の開設でございます。

明年１月１８日より助産師外来の開設とい

うことで、大変喜ばしいことだと思っており

ます。本当にありがとうございます。

そこでまた、現在、建築中の新病院であり

ますけれども、この中に、やはりお部屋の確

保を含めた開設の準備は進められているので

しょうか、この点についてお聞きしたいと思

います。

以上でございます。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えいた○市長（種市一正君）

します。

いわゆる薬物乱用防止キャラバンカーの活

用の考え方はないのかというようなことであ

ろうかと思います。正直申し上げまして、こ

のことについては、むしろ勉強不足で、議員

さんのお話を大変ありがたく拝聴させていた

だきました。

薬物乱用防止キャラバンカーにつきまして

は、青森県警察本部が薬物乱用防止広報車、

ジャンプ号を所有しているということであり

まして、当市にも平成１７年６月に三沢市立

第三中学校に来校しまして、薬物乱用防止教

室を開催されたと聞いております。

薬物乱用防止キャラバンカーの活用に関し

ては、申し上げましたように、警察を通して

学校単位で実施していることもありまして、

これから教育委員会とも協議しまして、対応

を協議してまいりたいと思っております。よ

ろしくお願い申し上げます。
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教育長。○議長（馬場騎一君）

ただいまの再質問○教育長（横岡勝栄君）

にお答えいたします。回答は少し長くなりま

すが、お答えさせていただきたいと思いま

す。

第１点目のアレルギーの症状を起こした子

供の学校側の対応ということが大きな問題

だったと思います。

アレルギーへの対応は、御存じのように、

かゆみなど軽度のものからショック症状まで

症状もさまざまであり、受診の必要の有無の

判断から、今お話しされたエピペン注射によ

る緊急処置まで、さまざまな対応が必要とな

ります。

学校においては、教諭は子供たちと接して

いる時間がとても長いので、事故が発生した

場合の対応面で、教諭の知識が大変必要にな

ると思います。そういうことで、ただいま御

指摘のありました、喫食の際、子供が何か起

こした場合の対応、細々な対応については大

変重要でありますので、先ほど申し述べまし

たように、県の関係者あるいは専門家の指導

を仰ぎながら、今後は学校全体、そして養護

教諭、保健教諭が中心となって指導に当たる

よう研修をしっかりと積んでまいりたいとい

うふうに思っております。

それから、２点目なのですが、ちょっと見

えるでしょうか、これは献立表なのですが、

これは牛乳アレルギーの献立表です。この献

立表に、牛乳アレルギーの子は、こういうふ

うに色をつけて、その子供たちに個別指導と

いうことをやっております。それから、これ

はピーナッツアレルギーなのですが、細かく

てごめんなさい。こういうふうに献立表に色

をつけて、何月何日、いつのときはこうです

よということで、個別指導ということで提示

しております。

総括してお答えさせていただきます。栄養

教諭は、学校献立の作成を通じて、子供へ健

全な成長のための栄養指導を行うことが主な

業務となっておりますことから、各学校へ出

向き、栄養指導や食の大切さに対する指導を

行っております。

また、特に学校を通じ相談のあったアレル

ギーの子供に対しては、個別に食材等の栄養

成分を明記した企画書などの情報提供を、そ

の保護者に対し直接行っているところであり

ます。学校に対しても、必要に応じて同じよ

うなことを行っております。

以上でございます。

病院事務局長。○議長（馬場騎一君）

助産師○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）

外来の再質問にお答えいたします。

新病院においては、助産師外来のスペース

を確保するべく建設を進めております。

以上でございます。

以上で、１１番春日○議長（馬場騎一君）

洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番加澤明議員の登壇を願います。

おはようございま○４番（加澤 明君）

す。市民クラブの加澤明です。

通告に従いまして質問させていただきま

す。

まず最初に、環境問題について。

今、環境問題は世界じゅうで避けては通れ

ない問題になり、そして急速な対応を迫られ

ています。これは、三沢市の施策にとっても

重要課題です。特に当市は、太平洋を望み、

周辺には小川原湖をはじめとする緑豊かな大

地があります。私たちは、後世にこの豊かな

自然環境を守り伝えていく義務があります。

そのためにも、環境施策は急務と考えます。

そこで、質問いたします。

三沢市環境基本計画は、平成２０年度から

平成２９年度までの１０年間と定め、社会情

勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを

行うと明記しております。現在、急速な地球

温暖化や環境問題が世界じゅう、また国政の

中でも、温室効果ガス排出量２５％削減を目

標としています。

そこで、三沢市の環境基本計画の現時点ま

での取り組みの成果を伺いたい。また、今後

の計画を早めるところは早め、見直す考えが
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ないのか、お伺いいたします。

続いて、２点目、電源立地地域対策交付金

について。

三沢市は、隣接する六ヶ所村に原子燃料サ

イクル施設があるため、隣接市として電源立

地地域対策交付金を受けることができます。

この交付金は、地域の産業、経済の活性化の

ために、地域振興計画作成等事業、温排水関

連事業、公共用施設整備事業、企業導入産業

活性化事業、福祉対策事業、地域活性化事

業、給付金交付助成事業などに活用すること

ができます。一つの要素として、公共の総合

病院の施設の整備、維持補修、運営、また看

護師の人件費、医師の研修支援などにも活用

できるということです。

現在、三沢市では、電源立地地域対策交付

金を２１年度で１億２,９６８万円を予算化

されています。新三沢市立三沢病院は２２年

度１１月開業予定になっていますが、今後、

このような交付金などを利用しながら、安定

した病院の運営をするために活用されるべき

と思いますが、市の考えをお伺いします。

最後に、基地問題について。

戦後、三沢市は、国の防衛施策により、米

軍、自衛隊と、現在に至るまで数十年間の間

ともにし、共存共栄を掲げてきました。その

間、騒音問題や各種事件など対応する問題は

数多くあり、三沢市民は長い年月を翻弄され

ながらも、基地と向き合い生活してきていま

す。その現状を十分理解しないまま、また現

場の声を聞かぬまま、国の事業仕分けが終わ

り、最終決定ではありませんが、思いやり予

算をはじめとする基地関連予算が見直しと判

定されました。

基地労働者の給与の削減や特定防衛施設周

辺整備調整交付金の削減など決定されれば、

市民生活や市に与える影響は大きく、大変な

問題になります。行政として、今後、国にど

のような対応をしていくのかお伺いします。

以上、３点、答弁のほうをよろしくお願い

します。

ただいまの４番加澤○議長（馬場騎一君）

明議員の質問に対する執行部の答弁を求めま

す。

市長。

加澤議員さんの御質○市長（種市一正君）

問のうち、基地問題については私から、その

他につきましては関係部長から答弁させます

ので、御了承願いたいと思います。

まず、国の予算要求の無駄を洗い出す行政

刷新会議のもとで行われました事業仕分けの

評価結果につきましては、基地周辺対策の住

宅防音事業以外は見直しを行うとの判断がな

されたところであります。

見直しとされました基地周辺対策経費であ

ります特定の防衛施設あるいは周辺整備調整

交付金、いわゆる９条交付金と民生安定にか

かわる一般助成につきましては、予算の削減

を伴うものではなく、使途をより自由にし、

地域が自由に使いやすくすることでその効果

をより高めるべきとの意見でありまして、三

沢市といたしましても、今後の状況を踏まえ

ながら慎重にこれに対応してまいりたい、こ

のように考えをいたしております。

また、思いやり予算も、駐留軍等労働者の

給与水準につきましては、地域ごとの類似職

種とのバランスが必要であるということであ

りますが、今後の日米地位協定あるいは特別

協定の見直しや、そしてまた、労使交渉にお

いてそのようなことを考慮に入れて話を進め

ていただきたいと、そのような評価結果が出

されたところであります。

具体的な予算の削減幅等については言及し

ていないものの、基地従業員の皆様の給与水

準の維持は極めて不透明な状況にありまし

て、三沢市といたしましても、基地の安定的

運用とともに、雇用の安定について、国及び

米軍に対しまして働きかけてまいりたいと考

えております。

いずれにいたしましても、今回の事業仕分

けに関しては、基地を抱える全市町村に共通

する問題であると認識いたしておりますの

で、今後、国の行う具体的な見直しの内容等

について速やかな情報提供を求めながら、
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市、議会とともに行っておりますいわゆる三

沢基地周辺対策に関する要望活動や、あるい

は全国基地協議会並びに渉外関係主要都道府

県知事連絡協議会などの連携を図りながら、

適切に対応してまいりたいと考えております

ので、御理解を賜りたいと思います。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

電源立地地○政策財政部長（澤口正義君）

域対策交付金についてお答え申し上げます。

当該交付金は、発電用施設の周辺地域にお

ける公共用施設の整備等の促進や地域住民の

福祉の向上などを図り、発電用施設の設置及

び運転の円滑化を図ることを目的とした発電

用施設周辺地域整備法に基づき、国から県を

通じて交付されるものであります。当該交付

金の交付額は、発電用施設の規模や建設、稼

働状況、電力契約数量などにより算定され、

交付される限度額が決定されるものでありま

す。

現在、当市では、住民の安心・安全を確保

することを目的に、日夜活動している消防職

員の人件費の一部として、この交付金を充当

しているほか、電力料金の割り引き措置とし

て、一般家庭や企業等に給付される原子力立

地給付金交付事業を選択しているところであ

ります。

当該交付金を三沢市立三沢病院の運営費と

して活用し、その運営を支えていくべきとの

御提案でありますが、三沢病院の運営につき

ましては大変重要な課題と認識しておりまし

て、特に新病院の整備に当たりましては、で

きるだけ国の予算を活用することとし、防衛

省等の各種補助金や交付金を活用した整備に

努めてまいりました。

今後におきましても、これら防衛省の予算

はもとより、御提案のありました電源立地地

域対策交付金の活用も視野に入れながら、病

院機能の充実を図ってまいりたいと考えてお

ります。今後は、ＭＯＸ燃料加工施設を対象

として、別途、核燃料サイクル交付金の交付

も見込まれておりますことから、今後、病院

事業に充当することも検討いたしておりま

す。

いずれにいたしましても、原子力施設に関

連する国からの交付金の活用につきまして

は、その交付規則などを踏まえて、制度の活

用方法を検討するとともに、市の財政状況や

病院の経営状況などを総合的に勘案し、的確

に対処してまいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

環境問題につい○民生部長（宮崎倫子君）

てお答えいたします。

三沢市環境基本計画は平成２０年３月に制

定され、１、生活環境の保全、２、快適環境

の保全、３、自然環境の保全、４、地球環境

の保全の四つを基本目標に掲げております。

この基本目標達成のため、一つ目の生活環

境の保全では、安全で安心して暮らせるまち

づくりを目指し、大気汚染の防止、水質汚濁

の防止などの６項目について取り組みを行っ

た結果、公害防止協定を締結している事業所

の監視調査を実施し、大気環境関係では１事

業所が、水質汚濁関係では７事業所が、河川

等の公共用水域汚濁調査地点１０カ所のすべ

てが環境基準値内でありました。また、悪臭

関係では、７事業所のうち１事業所で基準値

を超えた箇所があったほか、古間木川に排水

している事業所で、１カ所から大腸菌群数の

超過が見られたため、それぞれ改善するよう

指導し、現在では、すべての調査地点で環境

基準値内となっております。

二つ目の快適環境の保全では、快適で心豊

かに暮らせるまちづくりを目指し、良好な景

観の形成、都市環境の保全、環境美化の推進

の３項目について取り組みを行った結果、ボ

ランティアの参加による小川原湖畔や海岸の

清掃活動、公園や道路沿道の樹木の剪定や植

栽、町内会の協力による不法投棄ごみ回収や

不法投棄監視パトロール、花いっぱい運動な

ど、多くの市民が参加し、環境に対する啓発

が図られました。

三つ目の自然環境の保全では、人と自然が

共生するまちづくりを目指し、生物多様性の
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保全、緑、水辺、農地の保全、人と自然との

触れ合いの３項目について取り組みを行った

結果、仏沼の火入れなどで希少鳥獣類や野生

動物生息地の保全が図られているほか、人と

自然とのふれあい施設の整備として、キャン

プ場の整備や、湖水・海水浴場の水質検査を

実施し、適正な管理を行ってまいりました。

四つ目の地球環境の保全では、地球に優し

いまちづくりを目指し、廃棄物の減量とリサ

イクルの推進、地球温暖化防止対策の推進、

環境教育・環境学習の推進の３項目について

事業を実施し、廃棄物減量化に向けては、リ

サイクル・リユースに関する啓発記事を広報

みさわに連載したほか、地球温暖化防止対策

に関する環境映画の上映や自然観察会、エコ

ツーリズムシンポジウムなどを開催し、市民

への啓発を行いました。また、市役所ではエ

コオフィスプランを策定し、省エネルギー・

省資源対策として、昼休みの消灯、印刷物の

両面印刷、再利用紙の活用などのほか、ハイ

ブリットカーや低排出ガス車などの低公害車

を導入し、環境施策に努めております。

このように、三沢市環境基本計画策定から

の２年間ではおおむね良好な成果をおさめて

いるものと認識しておりますが、国が地球温

暖化防止のため温室効果ガス２５％削減を掲

げていることから、見直しの必要性について

は、国の動向を見きわめながら検討していき

たいと考えております。

以上でございます。

４番。○議長（馬場騎一君）

それでは、再質問さ○４番（加澤 明君）

せていただきます。質問順に再質問させてい

ただきます。

まずは、環境問題について、今、部長から

環境問題を御説明受けまして、大変よく理解

できました。

それで、環境問題というのは非常に幅が広

く、奥が深い、非常に難しい問題が多岐にわ

たっております。それで、官民一体でやらな

ければなかなか成果が出てこない。出てきた

としても、一部の部分しか見えてこない。こ

れでこのまま続けていくと、１０年かかって

やっていくというのはなかなか大変なことだ

と思うのです。

ここの環境基本計画にもありますけれど

も、これを作成するときにアンケートを市民

からいただいております。例えば、環境に関

する関心度であれば、地球温暖化、生活排水

による水質汚濁、これらは８０％、７５％。

それから、環境に対する考え方、大量のごみ

を排出する今の生活を改善すべき。将来の環

境が心配である。また、地域の環境に関して

は、満足度では、空気がきれい、緑が豊か。

ただ、ごみが多少散乱しているとか、そうい

う問題も若干ありますが、市民の方にアン

ケートをとりますと、身近な問題に非常に関

心度が高いのです。環境問題は、そういう関

心を持ったところを市民一体となってやるべ

きだと思います。そして、環境に優しいま

ち、環境に優しい農業、環境に優しい漁業、

これを目指してやっていただきたいのです

が、専門に対策チームというか、１０年は非

常に長過ぎると思います。せめて５年でそう

いう部分的なところを、チームをつくって、

再度計画を充実、見直すという考えはないで

しょうか、まずそれが１点。

それと、電源立地地域対策交付金につい

て。

先ほどの答弁で、消防職員の人件費のほう

に、私が言った金額がほとんど使われている

と思います。

そこで、再度聞きますが、原燃の社員とい

うのは、市内におられる方は推定で３００名

ぐらいと。近隣の市町村を含めると、それ以

上。また、その関連事業所の従業員とか家

族、また原燃社員の家族を入れますと、かな

りの数の人間が三沢市に在住しているわけで

す。なのに、なかなか交付金というのは決め

られた金額しかもらえない。その中でやりく

りしていると。でも、現状は生活圏に原燃関

係者の方は大分いるわけですよ。だから、市

としても原燃や国、関連のほうに、これだけ

いるのだから、交付金の増額とかそういう形
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で、例えば原燃さんの認定病院になるとか、

緊急の指定病院になるとか、そういうことを

前向きに持っていって、なかなか今消防の人

件費をこっちに回せというのは難しいのかも

しれませんけれども、交渉して、そういう関

連の予算を増額するとか、そういう努力は今

なされているのでしょうか、それが一つ。

それと基地問題です。市長の答弁は、基地

関連は、今のところ、減額のほうは大丈夫か

なというようにお伺いしました。ただし、基

地従業員の給与の削減に関しては、やはり厳

しいものがあると。これがもし現実にそうな

れば、基地に勤められている方は、三沢市民

が大半おりますし、そうなると、例えば住宅

ローンを組んだ方とか、そういう支払いを計

画されている方は今の給与水準で計画されて

いるわけですから、もし減額されれば、今、

全国的にも問題になっていますけれども、住

宅ローン難民とか、そういうことの引き金に

なりかねないわけですよ。

今の国の施策というのはなかなか行き先不

透明で、はっきりしない。それが、恐らく皆

さん見てのとおりの現状だと思います。三沢

市として、今まで基地関係の陳情というのは

直接行動が起こせますから、市、行政、それ

から町内会、基地関係団体・組合、それらと

一体になって、決まる前に行動を先に起こし

て、やはり三沢市はこうなのだと、今までは

これだけ我慢してきているのに逆にこういう

ことになれば困るという、今アクションを起

こす一番いい時期ではないかと思うのですけ

れども、その辺はどのようにお考えでしょう

か。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長。

再質問にお答えいた○市長（種市一正君）

します。

申し上げたとおりでありますけれども、ア

クションを起こすべきと。既にそういうこと

をお願いというか、実態を申し上げて善処を

お願いしているところでありますが、いずれ

にしても、これは、さっき申し上げたよう

に、三沢だけの問題ではなくて、全国にあり

ます市町村の対応もありますので、大きな意

味でそういう方法を活用しながら、私も全国

の基地協議会の副会長をやっているようなこ

ともありますので、先般もそういう立場でお

願いした経過もございますし、与える影響と

いうのは、御指摘のようなことで非常に大き

いものがあるわけでありますので、この辺は

個人的な給与の減額ということではなくて、

市に与える影響、あるいは全体の影響という

のも大変大きいものがありますので、心して

かかりたいと思っております。

以上であります。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

電源立地地○政策財政部長（澤口正義君）

域対策交付金についての再質問にお答え申し

上げます。

ただいま議員さんからお話がございました

ように、原燃関連の社員が相当数三沢市にお

住まいになっていることは、私も十分承知し

ております。

ただ、先ほど申し上げましたように、この

交付金につきましては、発電用施設周辺地域

整備法という法律に基づきまして、交付金と

して交付されるところでございますが、この

原資そのものが電力料金となっておりますこ

とから、現在の交付金制度と別に、市に対し

て事業者から助成を受けるということは非常

に難しいと考えておりますが、何かしら方策

がないかどうかは、今後、研究して、何かい

い方法があれば、事業者のほうに相談、お願

いしてまいりたいと考えております。御理解

のほどお願いいたします。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

環境基本計画の○民生部長（宮崎倫子君）

見直しをする際に専門家対策チームが必要で

はないかと、そのようなものをつくるような

お考えはないかというふうな御質問だったと

思います。

今回の環境基本計画をつくる際には、有識

者、市民団体、それから公募の市民から成り

ます市民懇談会というものをつくりまして、



― 20 ―

そこから御意見をちょうだいしておりますの

で、今後、評価をする段階で、そういった

方々の御意見を伺うようなことを考えてみた

いと思っております。

４番。○議長（馬場騎一君）

再々質問を１点だ○４番（加澤 明君）

け。

今、環境問題について、検討委員会がある

のは私も承知しております。私が言っている

のは実行部隊です、実戦部隊です。検討委員

会で大きな取りまとめをする、計画も策定さ

れる、そのための検討委員会が何回か開かれ

ているのも承知しています。

そうではなくて、現実的に市民と一体と

なっていくためには、専門の対策チーム、窓

口ですね、そういうものを設けてやっていか

なければ、官民一体でやっていく上でなかな

か、検討委員会が何回か定期的に年間行われ

たとしても、そこの部分だけで終わってしま

うのですよ。だから、官民一体を進めるため

には、やはり専門の窓口をつくって、町内

会、農協さん、漁協さん、そういう方を取り

まぜながら、実戦的なチームがつくれないか

ということを聞いているのですが、その辺は

どうでしょうか。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

再々質問にお答○民生部長（宮崎倫子君）

えいたします。

実戦部隊ということになりますと、現在の

ところは、市役所の中の生活環境課環境保全

係が行っております。そこが窓口になるとい

うことで、いいのではないかと思います。

あと、そのほかの御意見については、環境

審議会の御意見とか、今申し上げましたよう

な市民懇談会とか、そのような方々からの御

意見をいただきながら、環境保全係が中心と

なって進めてまいりたいと、このように考え

ております。

以上で、４番加澤明○議長（馬場騎一君）

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番附田一議員の登壇を願います。

おはようございま○９番（附田 一君）

す。９番無会派の附田一でございます。通告

に基づきまして質問させていただきます。

まず最初に、市が出資する土地開発公社等

各公社の業務内容及び財政事情の公開につい

てお伺いいたします。

地方自治体が道路や公園等をつくるために

は土地を取得することが必要でありますが、

土地の取得には、予算措置、所有者との交

渉、議会の議決などの手続を要すること。そ

して、行政の支出方法は、基本的に会計年度

独立の原則。何カ年にわたり分割にて購入す

るためには、債務負担行為の設定が必要なこ

となど、もろもろの業務が煩雑をきわめるこ

とから、これらの要件、課題を一挙に解決す

るため、公有地の拡大の推進に関する法律に

基づき導入されたのが土地開発公社であると

認識するものであります。

また、自治振興公社、緑化公社、畜産公社

については、公益に反することなく公共の福

祉等を増進するという高い理念に基づき、お

のおのの目的に沿って設立されていると思う

ところであります。

北海道夕張市の財政破綻から、自治体は破

産しないは通用しなくなりました。勢い、市

町村民の目も厳しくなっていることは事実だ

と思います。夕張市の場合、第三セクターの

組織の債務が最終的に一般会計に転嫁された

からの何物でもなく思うものであります。

三沢市の場合、去る７月２９日付の新聞

に、民間の研究所が調査した結果、その財政

の健全性について全国７７５市中、本県最高

位の１０２位とありました。まことに結構な

ことと読んでおりましたら、昨年トップの相

馬市が１１１位に後退とありました。私は、

これは点数が僅差であり、７７５市は五十歩

百歩ではないかと思った次第であります。

土地開発公社のことに戻りますが、通常、

公社が取得してから２ないし３年で自治体が

買い取ることが前提であるため、５年以上の

保有地が存在するということは、自治体が買

い取りできないでいる塩漬け土地と考えてよ
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いと、ある著書にありました。また、土地開

発公社が保有する期間分だけ金利がふえてい

くため、買い取り価格が上昇し続ける。塩漬

けの土地に伴う不良資産は、最終的に自治体

が処理せざるを得ず、住民負担となるため、

問題の先送りは許されないともありました。

そのとおりではないでしょうか。

さきの決算審査特別委員会において、環境

教育牧場の購入額、そして、これまでの利息

の支払い額についてお伺いいたしましたが、

後日、公社から詳しくお伺いしましたとこ

ろ、平成１０、１１、１２年度、そして１９

年度において、２１０万８,６７１平方メー

トルの土地を９億４,８９０万１,９５０円で

購入しております。また、平成１１年度から

２０年度までの公社での支払い利息は、合計

９,８４６万５,３８７円であります。

問題は、ここからであります。市が必要と

して、必要だからと公社に依頼し購入させた

土地を、現在まで２９万５,７４１平方メー

トル、全体の１４％しか買い取っていないの

であります。あと８６％、８１万２,９３０

平方メートルも残っているのであります。金

額にして８億７,６６８万５,５２４円になる

そうであります。

これでは、１０年前から買った土地に約１

億円の利息を支払い、なおかつ、今すぐ残り

全部を買ったとしても、買い取り価格とほぼ

同等であります。１０年で１４％しか買って

いないということは、今までどおりのスタン

スであれば、あと６２年かかる計算になりま

す。そうなれば、エンドレスで利息を支払う

だけではないでしょうか。辛らつな言い方を

すれば、完成期が定かでないプロジェクトに

巨費を投じてきたずさんな将来見通しと言い

たくもなります。

「全員一致による決定は無効とする」とい

う言葉は、イザヤベンダサンの著書「日本人

とユダヤ人」で紹介されております。古代ユ

ダヤの国会兼最高裁のような機関での決まり

で、全員が誤りを犯している可能性があり、

それを検証できないからだそうであります。

依頼したほうでしょうか、依頼されたほう

でしょうか、そしてまた予算決算委員会で了

としたほうでしょうか。だれをどう責めるな

どとは申しませんが、まるで利息に追われる

とまらない列車に乗っているようなものでは

ないでしょうか。

これまで申し上げました数値、金額等を調

べるに当たり、私が決算書１０年分をひもと

けばよかったのですが、公社職員の皆様に大

変御苦労をおかけしました。この場をかり、

感謝申し上げます。

予算書を読み取れない議員は失格とネット

で言う論者がいましたが、恥ずかしながら、

私も今もってすべてを理解できておりませ

ん。とりわけ、各公社からいただく決算書の

貸借対照表については、どなたかにしっかり

教えてもらわなければと思っております。そ

のような者ですから、市民の方から「公社は

どうなっているの」「借金はあるの」と聞か

れた場合、答えに窮した次第であります。

冒頭申し上げました著書の後段に、土地開

発公社及び自治体は、解決に向けた取り組み

を早期に進めるべきであり、そのために、保

有地との資産価値、売却できる土地の見通

し、最終的な自治体の財政負担などの資産を

情報公開すべきである。その際、当該土地の

先行取得の目的、買い取りを行えないでいる

理由についても明らかにしていくことが重要

とあります。

また、岐阜県中津川市長は、多くの塩漬け

土地を抱え、毎年多額の利息を支払い続けて

いたことは、まさに傷を負い、多量の血を流

し続けている状態であった。この解消が急務

であることから、市長就任後間もなく、借入

金利を入札すること、塩漬け土地を競売によ

り時価で処分すること等により、土地開発公

社の経営改善を図るよう指示し、その成果を

上げているそうであります。

こんな公社にだれがしたでありますが、手

当てがおくれればおくれるほど借金が膨らむ

塩漬け土地ですから、私も中津川市長のよう

にすべきと思うところであります。
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土地開発公社のことばかり申し上げました

が、第二市役所と言われるそれぞれの公社に

ついても、市民はその内情について知る権利

があり、知りたいものと思うところでありま

す。

地方自治法第２４３条の３において、一般

会計、特別会計については住民に公表しなけ

ればならないとあります。しかし、各公社等

出資している法人については、議会に提出し

なければならないにとどまっております。法

に基づき実施していることは理解しますが、

いま一歩踏み込み、各公社についても市民と

共通理解すべきと思うものであります。

根拠として申し上げますが、三沢市総合計

画の「健全で開かれたまちづくり」の中に、

行政改革の推進、そして財政運営の効率化と

あります。さらに、行政の役割は、市財政に

関する情報の透明化、そして、わかりやすい

財政状況の公表の項では、財務諸表の作成に

より市の財政状況を明らかにしますとあるか

らであります。

さまざま申し上げましたが、各公社で働い

ている方々がおります。国の仕分け作業のよ

うに、この公社は必要ないのではないかなど

とは申しません。現に、１０月に自治振興公

社で実施した市民一人一芸・一スポーツ交流

祭はすばらしい企画と評価するものでありま

す。必要だから設立した各公社であります。

情報をしっかりと公開し、マイナスにならな

いよう、昨年より鋭意結果を出せるよう職員

の皆様に頑張ってもらいたいの気持ちを申し

添え、一般会計、特別会計同様、各公社の実

情の公開、つまり広報に載せるべきと思うも

のでありますが、お伺い申し上げます。

次に、名誉市民についてお伺い申し上げま

す。

名誉市民、某社の百科事典によれば、その

市在住またはゆかりの人で、さまざまの分野

で功績のあった人に贈られる称号。もとは欧

米で始められた制度で、公共福祉、学術、技

芸、その他の文化、産業等に業績のある人に

称賛と尊敬の念を示すものである。名誉市民

に、義務、特権、報酬を伴わないことをその

重要な意味としている。日本では、昭和２４

年、仙台市が志賀潔、土井晩翠、本多光太郎

らにその称号を贈ったのに始まり、今では多

くの市がこの制度を設けているとあります。

三沢市においても、昭和５４年３月２４日

に三沢市名誉市民条例を制定しております。

そして、平成８年７月には、元青森県知事の

北村正哉氏に、三沢市名誉市民としてその称

号を贈っております。このことについて、私

は異論を挟む何物もございませんが、某紙に

おいて、この名誉市民について、一部の関係

者の利害や思惑のごり押しで推挙されるよう

な名誉市民制度は、形骸化された市民不在の

制度と言わざるを得ない。この際、行政の

トップや議員は対象から除外すべきである

と、元市長の名誉市民推挙について反論して

いる方がおります。他市のことですから申し

上げることもございませんが、わからないで

もないであります。

数カ月前、ある方から、この名誉市民につ

いて、三沢市の誇りである太田幸司氏を推挙

し、今まで以上に三沢市に協力してもらうべ

きではないか、一朝一夕にならないとして

も、まず議場において一石を投じてほしい、

その旨、要請がありました。三沢市には市政

功労者等の表彰規程があり、どのように区別

していくかを考えるかはありますが、要請に

こたえるべきが議員の役目であり、質問に

至ったわけであります。

太田幸司氏は、今さら申し上げるまでもな

く、全国をフィーバーさせた甲子園準優勝投

手であります。プロ野球選手として、そして

引退後はテレビ・ラジオの解説者として、大

いに活躍をしているところであります。ま

た、４０年来にわたる氏と三沢市の足跡をた

どれば、野球教室はもちろん、さまざまなイ

ベントへの参画等、毎年次の訪問交流をいた

しております。とりわけ、市制５０周年にお

ける記念リレーのアンカーを努めていただい

たことは、記憶に新しいところであります。

壇上での氏のごあいさつから三沢市への熱い



― 23 ―

思いが伝わり、今さらながらの偉大さを市民

に植えつけたものと思うところであります。

これらのことから、氏を推戴することにつ

いては、某市の市長のように、横やりを入れ

られる何物もなく思うものであります。氏の

業績、活動は、技芸・文化活動が柱になって

いるからであります。三沢市輩出の傑出した

人物であり、まさに鶏群の一鶴であります。

氏を名誉市民に推戴することについては、質

問を要請いただいた御仁の気持ちに私も大い

に賛同するところであります。

八面六臂の活躍をしている今、名誉市民に

推戴するならば、これまで以上の御指導・御

協力をいただけるのではないかと思うもので

あります。

志賀潔、土井晩翠に比して考えれば、難を

示す方もいるのは当然だと思います。しか

し、他のジャンルについて申し上げれば失礼

になりますので、私の所属する柔道協会につ

いて申し上げます。例年の体育功労者表彰に

おいて、それぞれ先輩が表彰を受けてまいっ

ております。これに対し、柔道人口の多い他

市の方から「三沢市は早いね」などと、少し

やゆされる言葉を耳にしております。三沢市

の事情がそうさせているものであり、私は、

名誉市民においても、他市と比することな

く、独自のスタンスをもってするべきと思う

ものであります。

条例第２条に、名誉市民は市長が議会の同

意を得て決定するとあります。議員諸公の多

くが賛同してくれるものと勝手な思いを抱い

ているところであります。

人生も社会も、機というものがあると言わ

れます。氏の場合、まさに機が熟しているも

のと思いますが、名誉市民に推戴するについ

て、市長の見解をお伺い申し上げるものであ

ります。

最後に、２２年度予算編成に係る未舗装道

路への予算措置についてお伺い申し上げま

す。

失礼ながら、１９年１２月定例会におきま

して、同様の趣旨で道路行政について伺って

おります。またかと思われることは百も承知

でありますが、要望・意見が後を絶たないゆ

え、申し上げるものであります。

さきの質問に対し、担当部長から「今後、

未舗装道路につきましては、改正した市道路

線認定基準に基づき、補助事業等での整備を

優先的に考えていくとともに、住宅及び交通

量の利用状況並びに地域住民のニーズを勘案

しながら整備計画を定め、特定地域に偏るこ

とのないように配慮した上で、計画的な整備

に努めてまいります」との答弁でありまし

た。再質問に対しては、住宅が形成されてい

る地域の未舗装の延長は６.４キロメート

ル、そのうち西古間木地区２.９キロメート

ル、４５％とのことでありました。

この際、再々質問の部分を再度申し上げさ

せてもらいます。市内における未舗装部分の

４５％が西古間木地区となれば、市内全域の

およそ半分、西古間木地区には１,０６４世

帯２,５９７人が生活をしております。大げ

さに言えば、小さな村と一緒であります。さ

らに、市全域１２０平方キロメートルのう

ち、西古間木地区は３.１９平方キロメート

ル、２.７％であります。したがって、人口

密度も高いのであります。これだけの人が居

住しているところが、全域の４５％も未舗装

とはびっくりですと申し上げました。

市長から、就任以来、道路事情について、

暇があれば巡回しているが、すべて見尽くし

ておりませんので、現状を見て、いろいろ今

後の参考にしたいとのことでありました。あ

れから２年、すべてを見て回ったものと思

い、申し上げるものであります。

ある町内会長さんから、新聞の切り抜きを

いただきました。「小規模道路自由につくれ

る特例、自治体８割、理解不足」との見出し

があります。中身には、県道以下の小規模な

道路については、やむを得ない場合は、地域

の裁量でつくれる特例規定があるとありま

す。これは、私が言わんとする市内の未舗装

道路に適用できるかどうかわかりませんが、

このことからも、市道路線認定基準をさらに
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見直す必要があるのではないでしょうか。

私の目から見て、幅員が６メートルに達し

ない道路、そして私道といいますか、公衆用

道路においても舗装になっているところがた

くさんあるはずであります。その昔できて、

今なぜできないのでしょうか。

勝手に家を建てて道路をよくしてくれと

は、虫のいい話と聞いたことがあります。な

らばであります。私が中学生のとき、第一中

学校、三沢高校の裏側の通りが担当で、３年

間牛乳配達をしました。思い起こせば、今の

東町美野原近辺は泥んこ通りで、家がぽつぽ

つとしかありませんでした。家がだんだんと

建って、それから後追いで道路がよくなって

きたはずであります。他の地域も同様ではな

いでしょうか。

浜通地区の町内会では、幅員を６メートル

にするため、それぞれ寄附をいただいている

との説明を受けたことがあります。それは宅

地が広いからできることであり、住宅密集地

では、寄附したくともどうにもならないケー

スがほとんどであります。

視点を変えますが、標準宅地価格１平方

メートル当たりから申し述べさせてもらいま

す。ランダムでありますが、春日台８,４０

０円、古間木１丁目９,９００円、堀口１万

２,８００円、三川目３,５００円、淋代２,

２００円、細谷１,８００円だそうでありま

す。この価格に専門的な係数を掛けたのが固

定資産税となるわけであります。したがっ

て、住宅密集地は、おのずから高くなること

は自明の理であります。砂利道で我慢するか

ら固定資産税は半額の５割引にせよの声も、

わからなくもありません。

心配されるＭＧプラザに、１０年の分割補

助の予定を、規模縮小の大義名分のもと、１

億８,９００万円をも一括で補助しているの

ではないですか。何とかうまくいってもらい

たいの思いから、私もやむなく賛成しました

が、対比はまずいかもしれませんが、このア

ンバランスはぬぐい去ることはできません。

学校において、先生方がまとまり、個々の

クラスが充実すると、荒れることなど絶対に

ない、いい学校になります。転じて、三沢市

の基本理念としている「人とまち みんなで

創る 国際文化都市」でありますが、牽引す

る市役所の先見性、そして個々の町内会がま

とまれば成就することであります。しかし、

今の状態では、クリーン作戦一つとっても、

ほうき、スコップを放り出したくもなるので

はないでしょうか。

さらに言えば、ＭＧプラザの問題、新病院

への１００円バス乗り入れ問題、もちろん議

員としての私にも責任はありますが、ビッグ

プロジェクトへの対応のまずさから、市政に

対する人心の乖離は進むばかりであります。

快適な道路は、だれもが共有できるのであり

ます。

昨日の新聞に、宮崎県東国原知事が高速道

路について、片側１車線でいいから何とかお

願いしたいと政府に陳情している様子が載っ

ておりました。同じく、市民の方々は、レベ

ルを下げ、現道のままでいいから舗装をして

いただきたいのであります。できないと言う

前にできる方法を考えよと言った方がおりま

したが、あれから２年であります。何らかの

打開策をお考えいただき、予算措置をしてい

ただけることを期待しながら、次についてお

伺い申し上げます。

一つは、２２年度当初予算における未舗装

道路解消に係る予算額について。いま一つ

は、どの地区をどの程度実施するのかの２点

についてお伺い申し上げ、質問を閉じます。

よろしくお願い申し上げます。

ただいまの９番附田○議長（馬場騎一君）

一議員の質問に対する執行部の答弁を求めま

す。

市長。

ただいまの附田議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、名誉市民の件につきま

しては私から、その他につきましては副市長

等から答弁させますので、御了承願いたいと

思います。

まず、太田幸司氏を三沢市の名誉市民にし
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てはどうかとの御質問についてであります。

三沢市の名誉市民は、議員さんからもお話

がありましたが、昭和５４年制定の三沢市名

誉市民条例に基づきまして、市民または当市

に縁の深い者で、公共の福祉を増進し、学

術、技芸その他広く社会文化の興隆、または

地方自治の発展に寄与し、郷土の誇りとして

市民から深く尊敬されている者に対しまし

て、市長が議員の皆様方の同意を得ましてそ

の称号を贈り、その功績をたたえるとなって

おります。

現在、話がございましたが、当市出身で、

青森県知事を４期１６年務められ、県政の発

展に多大な功績を残し、勲一等瑞宝章を受章

された故北村氏１人が三沢市の名誉市民と

なっているところであります。

御質問の太田幸司氏につきまして、申し上

げるまでもなく、昭和４４年８月、第５１回

全国高等学校野球大会、いわゆる夏の甲子園

大会決勝戦で熱戦を繰り広げ、投手として青

森県立三沢高等学校を準優勝に導き、三沢の

名を全国に知らしめたその功績が、今なお三

沢市の輝かしい歴史として語り継がれておる

わけでありまして、また郷土の誇りでもある

わけであります。

現在は、兵庫県に住まわれているとのこと

でありますが、今日におきましても、当市の

ために各種講演会や、あるいは少年野球大会

の開催をはじめ、特に、これもお話がござい

ましたが、昨年挙行いたしました三沢市制施

行５０周年記念式典では市民のリレーのアン

カーを努めていただき、式典に花を添えてい

ただいたところであります。

市政に対しまして本当に多大な御協力をい

ただいていることから、甲子園準優勝の当時

は、このような制度がなかったこともありま

して、また、昨年６月議会におきまして、一

部改正いたしました三沢市表彰条例の中に、

市の名誉を著しく高めた者という規定もある

ことからも、このことも含めまして今後検討

してまいりたい、このように考えております

ので、御理解を賜りたいと思います。

私からは、以上であります。

副市長。○議長（馬場騎一君）

市が出資する公社○副市長（大塚和則君）

の業務内容及び財政事情の公開についてお答

えいたします。

地域共同型社会の実現を目指す三沢市とい

たしましては、市民へのわかりやすい情報の

提供を推進することは、これまで以上に重要

になってきていると認識しているところでご

ざいます。このようなことから、市町村を取

り巻く厳しい財政環境下においては、市の財

政状況をより市民にわかりやすい形で、また

関心の持てる形で情報提供ができるよう心が

け、広報誌やホームページなどで、一般会計

のほか特別会計及び企業会計についても、そ

の提供を図っているところでございます。

御質問の市が出資する公社の業務内容及び

財政事情の公開についてでありますが、これ

らの公社の財政事情等についても市の財政状

況に連動する場合があり、市の情報提供と同

様に扱われることが望ましいものと考えてい

ることから、今後におきましては、積極的か

つわかりやすい情報公開を行うよう、各公社

に対して指導してまいりたいというふうに考

えております。

以上でございます。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質問○建設部長（吉田幸男君）

の３点目、平成２２年度予算編成についてお

答えいたします。

市民生活に密着しました生活道路の整備

は、市民すべての方々が快適に暮らす上で大

変重要と考えております。

現在、市内全域では、老朽化した幹線道路

や各町内の未舗装道路など、整備を必要とす

る路線が数多くある中、順次整備を進めてお

りますが、まだ幅員の狭い道路など、生活道

路の末端までは行き届かない地域があること

は認識しております。

未舗装道路等の整備につきましては、平成

２１年度は、道路新設改良事業費として、測

量設計、補償のほか、工事請負費５,３００
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万７,０００円で、市道春日台３号線ほか改

良舗装工事、市道塩釜・古間木線改良舗装工

事など、計４件を実施しているものでありま

す。

平成２２年度予算措置につきましては、整

備要望の中で、土地の寄附等により道路の幅

員が確保され市道認定の予定となった路線

や、幅員が狭いながらも地域の幹線的道路で

市道認定されている路線について、住宅数、

交通量及び通学量としての利用状況などを勘

案し、さらには、各地域の公平感を念頭に計

画的な整備を進めてまいりたいと考えており

ます。

近年の厳しい財政状況下ではありますが、

平成２２年度予算につきましても、安全で快

適な交通環境の整備促進のため、生活道路の

整備予算として、道路新設改良事業費のほ

か、未舗装道路の整備に係る予算確保に努め

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

９番。○議長（馬場騎一君）

再質問させてもらい○９番（附田 一君）

ます。

太田幸司さんのそれについては、前向きに

検討するというふうに承りましたので、ぜひ

そのように諮問委員会等に早急に諮っていた

だきたいと思います。

情報公開のほうなのですけれども、先ほど

来、環境教育牧場についてるる申し上げまし

たが、今後の展望、それと買い取りをどのよ

うに、何年次でどう進めていくか、その辺に

ついてお伺いしたいと思います。

いま一つは、土地開発公社が所有する、い

わゆる市から買い取ってもらえないでいる土

地、塩漬けと言うらしいのですけれども、ど

こにどのぐらいあるのか、それをお尋ね申し

上げます。

道路については、２年前の回答とほぼ同様

で、少し残念なのですけれども。

こういう言い方は極めてまずいかもしれま

せんけれども、一番街のロードヒーティング

に、過去５年間で８６０万円の電気料を市で

払っている。今後、アメリカ村も、あの両側

が電線地中化になれば、同じく８６０万円か

ら１,０００万円になるのではないでしょう

か。

私の家の前も舗装にはなっておりますけれ

ども、道路が狭いため、除雪車が来たことが

ありません。近所総出で除雪をするのですけ

れども、そんなことは、体力づくりと思って

やればいいことで我慢しますけれども、幅６

メートルでの一般的な舗装は、１００メート

ル７００万円でできるそうです。これが、幅

４メートルあるいは現道のままであったらま

だまだ安くなって、ロードヒーティングの電

気代で何メートルできるのでしょうか、その

ようにも言いたくなります。

そこで、私は市長にお伺いしたいのですけ

れども、少し乱暴な提案でありますが、今後

において、当面、新しい道路はつくらない、

まだ使える道路は改修しない。これらの予算

をすべて、未舗装道路をなくするために投入

するということではどうでしょうか、市長、

よろしく御答弁お願い申し上げます。

市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えいた○市長（種市一正君）

します。

なかなか新しい道路はつくらない、使える

道路は云々というようなことで、使えるとい

うのはどういう判断をすればいいのかなと。

いろいろ道路上で事故が起きると役所の責任

だと言われておりますし、その辺はなかなか

難しい話だなと思います。

新しい道路というのは、当然ながら必要に

応じてやるわけであります。もちろん、その

ことは、皆さんにお諮りをしていくことにな

るわけでありますので、断言はなかなか難し

いだろうと思います。

いずれにしても、限られた予算の中で、い

ろいろそういう生活道路なりアクセスの問題

をやっていくわけでありますので、十分優先

順位をつけながら対応してまいりたいと思っ

ております。

副市長。○議長（馬場騎一君）
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附田議員の再質問○副市長（大塚和則君）

にお答えいたします。

まず最初に、仏沼の土地について、今後、

どういう展望を持っているのかというお尋ね

でございます。

御案内のとおり、仏沼地区につきまして

は、ラムサール条約登録湿地のうち、先行取

得した土地でございます。世界的に重要な湿

地で、オオセッカ等の希少鳥獣生息地である

仏沼を後世に残し、適正な自然環境保全と管

理を行うためということで、何年来、県を通

して国に対し仏沼の用地の買い上げを要望し

てきております。今後とも、国指定鳥獣地域

として、国に買い上げをしていただきたいと

いう要望をしていきたいと思っております。

また、相当の残金が残っておりますので、

これについて、いかにしてこの残金を減らし

ていくかということについても、当然検討し

てまいりたいというように考えております。

それから、土地開発公社が所有する土地

が、どこにどのぐらいあるのかというお尋ね

についてのお答えいたします。

具体的には斗南藩記念観光村のところに用

地がございまして、６,４０３平米。これは

散策エリアとして用地を取得したものでござ

いますが、今、その散策エリアとして整備は

しておりません。

それから、薬師地区に、薬師神社の上のほ

うに土地を購入しております。これが４,２

８３平米ございます。これは、公園を設置す

るという予定で購入したものでございます。

それから、分庁舎駐車場ということで用地

を取得しております。これはむつ小川原活性

化センターのところに、現在、駐車場として

使用されておりますが、そこを取得しており

ます。これは、現在活用されております。

それから、南山運動公園広場管理用道路用

地として３４３平米を先行取得しておりまし

て、これは、広場に進入する道路ということ

で、今後、新たにつくる用地として購入した

ものでございます。今のところは進捗を見て

おりませんが、今後はそういう方向を考えた

いと。

それからもう一つは、岡三沢地区に、今、

飛行場から新病院への道路がございます。あ

の道路をつくる際に取得した用地で、その用

地を取得する際に、残地として購入して、こ

れをポケットパークという形で整備をする予

定でございます。土地が９８１平米ございま

す。

以上が公社が所有する土地でございます

が、これらはいずれも近い将来というか、そ

の時々にそれぞれの事業を行うということで

購入したものでございますが、その後の状況

の変化、財政事情の変化で、そのような形に

ならないという状況がございます。これにつ

きましては、私どもとしては、これから市で

どういう使い道があるのか、それを今検討し

ておりまして、その使い道を整理し、精査し

た後に、将来、使う道がないものについて

は、議員御指摘のように、売却という方向も

考えていきたいと、このように考えておりま

す。

以上でございます。

９番。○議長（馬場騎一君）

申しわけありません○９番（附田 一君）

けれども、再々質問させてもらいます。

道路については、前向きということですの

で、大変いいと思います。

私も西古間木地区について、我田引水的に

申し上げているものではありません。三沢か

らの帰りしな、よくあの裏を通りますと、え

らいへんてこりんな道路があります。あの辺

もやはり、市長も御存じだと思いますが、そ

ういう意味で、我田引水で我がほうだけと

言っているのではありませんので、申し添え

ます。

情報公開の件ですけれども、平成１８年３

月策定の三沢市集中改革プランの中、第三セ

クターの見直しの項に、市の関与の妥当性、

監督体制、情報公開等総合的に抜本的に検討

しますとあります。さらに、２１年度までの

取り組み目標の中に、情報公開の推進として

対象法人は、私が申し上げている四つの公社
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が対象として明記されております。

先ほどの回答では、公社に指導していくと

いう答弁でありました。この改革プランでは

２１年度までにそういうことをしますよと明

記しているのにもかかわらず、今、質問した

のには、公社に対して指導する、これではど

うも合点がいかないですね。

環境教育牧場も、ほとんど頓挫ではないで

しょうか。買い取り予定もままならない。お

まけに塩漬けの土地があちこちに、そこいら

じゅうという、まさに借金と利息のとまらな

い汽車ではないですか。これでは、情報公開

も臭いものにはふた、そういう感じがするの

ですよ。ですので、集中改革プランも泣くの

ではないですか。

最後に、市長にお伺いしたいのですけれど

も、本当に公社に指導してまいりたい、そう

いう答弁でいいのですか。それだと、市民を

愚弄しているのではないですか。改革プラン

に、２１年度までにこういうふうにやるよと

やっていながら、その辺、市長にお伺い申し

上げます。

副市長。○議長（馬場騎一君）

再々質問に私から○副市長（大塚和則君）

お答えいたします。

今、公社の情報公開ということに関して

は、市で行っております情報公開条例、いわ

ゆる開示請求を求められたときに、公社も同

じように開示をするという意味の情報公開と

いうふうに私は理解をしております。

今、議員から御指摘されました財務状況の

情報は、積極的に財務状況を公にするべきだ

というお話だと思います。これについて積極

的に指導してまいりたいという意味でござい

ます。

以上です。

以上で、９番附田一○議長（馬場騎一君）

議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午後 ０時０２分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

休憩前に引き続き、○議長（馬場騎一君）

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

議長を交代しまし○副議長（山本弥一君）

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

１３番西村盛男議員の登壇を願います。

１３番、市民クラ○１３番（西村盛男君）

ブの西村盛男でございます。

早速ではございますが、通告に基づきまし

て、政治姿勢問題、観光問題の２件について

質問をさせていただきます。

まず１件目は、政治姿勢問題、新年度予算

編成についてであります。

昨今の社会的な経済不況の影響から、当市

においても雇用機会や起業機会の確保が著し

く困難な状況であります。もちろん、老若男

女を問わず多くの市民の方々に関係する問題

ではありますが、とりわけ、この先々、仕事

をしながら三沢を支え、家族を支え、そして

人生の先輩方へ恩返しをしていかなければな

らない若い世代にとりまして、この問題は極

めて深刻なものであると認識しております。

そのような中、当市では、現在も国や県、

他組織とも連携しながら、雇用対策として緊

急的な雇用の確保、また企業誘致の推進、相

談窓口の設置など、また起業家支援に関しま

しては、低利融資制度や各種セミナーの実

施、そして空き店舗情報の周知など、それぞ

れの分野において施策が講じられており、そ

の中においては成果が上がっているものもあ

ると伺っているところであります。

しかしながら、現行の施策の性格、また種

類によっては敷居が高いと感じ、雇用や起業

を最初からあきらめてしまう若者もいること

も事実であります。若い世代は、私も含め知

識や経験が不足している面が多く、資格や細

かい情報等々を得る方法がわからないなど、

その他大きな不安を抱え、しり込みしてしま

う方も実際身近にはおります。これは、今あ

る支援策を最大限活用できていない、それが

今の若者の現状であると思います。
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今後の方向性として、雇用や起業に向けた

既存の施策をさらに充実させていただきたい

のはもちろんでありますが、それに加え、間

口を広げる意味でも、だれもがより気軽に、

また、より多くの方々が利活用できるような

仕組みの構築も必要ではないでしょうか。そ

れは決して市に対しておんぶに抱っこという

意味ではなく、若者それぞれ、個人個人に対

して広くチャンスを与え、ひいては、将来的

にその雇用や起業のチャンスをつかんだ若者

たちが、次の世代の雇用等々を生み出せるよ

うな環境整備、そういったものを今からつく

り上げることが必要ではないかと考えている

ところであります。

当市においては、市長を中心としまして、

今まさに新年度予算の編成作業が行われてい

る時期であると思いますが、さきに申しまし

た雇用機会、また起業機会の確保が困難な若

者に対し、当市の現状と各施策の効果、実績

等々を踏まえた上で、さらなる支援策を新年

度予算へと盛り込むお考えが市長にはおあり

なのか。そして、もし構想としてあるのなら

ば、それはどういったものなのか、お伺いす

るものであります。

次に、２件目としまして、観光問題につい

てお伺いいたします。

平成１９年、観光立国推進基本法の施行を

皮切りに、現在まで国を挙げての観光政策が

推進されてまいりました。地域における消費

の増加や、新たな雇用の創出といった幅広い

経済効果を得るために、そしてまた、住民全

員が誇りと愛着を持てるような地域社会、そ

んな社会を実現するためにも、観光政策の重

要性は今後さらに叫ばれていくことが予想さ

れております。

このような中で、当市では、三沢市総合振

興計画前期基本計画の重点プランの一つにお

いて、広域観光の推進、自然・文化資源を活

用した体験型観光など、魅力ある観光の推進

に取り組むという方針が掲げられており、現

在は、近隣市町村と広域観光圏に関する協議

会を設立し、その中で調査・研究が行われて

いると伺っております。

広域観光に関しましては、１市単独では難

しい周遊型、長期滞在型観光が効果として見

込まれるものであり、今後の効果が期待され

るものであります。

特に、現在、青森県では、東北新幹線全線

開業という一大イベントが目前に控えている

中、それをにらんだ観光施策が県外・国外に

向けて強力に進められているところであり、

当市におきましても県と一体となり、東北新

幹線がもたらす経済波及効果といったものを

しっかりと受けとめ、その効果を地域発展へ

とつなげていくために、そしてまた、さらに

言えば、今後、東北新幹線延伸を迎えた際、

三沢市が観光行政において他の地域よりも後

手後手へと回ることがないよう、そして、当

市を含む広域観光圏がただの通過点とならな

いためにも、広域観光施策のさらなる充実が

必要不可欠ではないでしょうか。そして、も

ちろんその過程においては、三沢市が有する

すばらしい観光資源、自然・文化遺産を子々

孫々へと引き継いでいくため、市の特色を生

かした取り組みや、今後に向けてのしっかり

とした方向性を持つことが今求められている

のではないかと考えております。

そこで、１点目は、現在の当市における広

域観光に関する取り組み状況と、今後、どう

いった展望を広域観光に対して持たれている

のか、お伺いいたします。

次に、２点目であります。

今後、当市が観光を推進するに当たり、市

民の参加、協力というものは必要不可欠であ

ります。そして、まだまだ観光資源、観光商

品となり得るものは三沢市内のどこかに眠っ

ている、そんな可能性がありますし、さまざ

まなアイデア、もしくはやる気、そういった

ものを持った市民の方々はたくさんおられま

す。

例に挙げますと、現在、市北部の地域振興

団体「やるべえ会」の方々が実施予定である

体験学習型農園、また、三沢商業生の方々が

規格外野菜を利用して開発・商品化したナガ
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イモアイス、ゴボウアイスなど、当市の観光

資源、またＰＲに生かせるようなものが当市

にはたくさんあるわけであります。

ぜひこういった活動やアイディア、そして

やる気のある方々に対し幅広く、そして継続

的に市が後押しできるような施策が、当市の

観光を、そしてまち全体を盛り上げるという

観点からも必要と考える次第でありますが、

この点につきまして、市の見解を伺います。

最後に、３点目は浜の駅構想についてであ

ります。

浜の駅は、その土地土地で水揚げされた海

の幸を主としてＰＲ、販売する場であるとと

もに、利用者に対しての情報発信の場や地域

住民のための憩いの場としても利用可能な施

設であると認識しております。実際に、浜の

駅が存在する福島県いわき市においては、地

産地消の推進、また地域における漁業の振興

という観点からも好評を得ていると聞いてお

ります。

この浜の駅構想については、以前、市長の

持つアイディアの一つとしてお聞きしたこと

がありますが、現在は構想としてあるのか否

か、その現状についてお伺いいたします。

以上で、私の質問を閉じさせていただきま

す。

ただいまの１３番○副議長（山本弥一君）

西村盛男議員の質問に対する執行部の答弁を

求めます。

市長。

ただいまの西村議員○市長（種市一正君）

さん御質問の政治姿勢問題につきましては私

から、その他につきましては関係部長にお答

えさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

はじめに、就職先を探す若い世代の支援に

ついてでありますが、昨今は、国際的な価格

競争を背景に、企業によるコスト削減のため

のいわゆる人件費カットが進んでおりまし

て、求人も手控えられ、就職関係は大変厳し

いものがあると、このように認識いたしてお

ります。

特に、県内高校の新卒予定者に対する求人

数は、前年より４割ほど少なくなっていると

報じられておりまして、ハローワーク三沢管

内におきましては、１１月末現在、就職を希

望する高校生２１４人のうち６６人が就職が

決まらず、その内定率は、昨年に比べまして

約１２ポイント低い６９.２％にとどまって

いるとのことでありまして、大変憂慮する状

況であると思っております。

しかし、一方では、市内外の食品関連企業

からは、三沢で求人してもなかなか人が集ま

らないという声もありまして、いわゆる雇用

のミスマッチということも承っておるところ

であります。

このような中、三沢市では、ふるさと雇用

再生特別対策事業及び緊急雇用創出対策事業

を実施いたしまして、今年度、約６,６００

万円の予算によりまして、４４人分の雇用を

創出したところでありますが、これは、主に

短期的な雇用でありまして、抜本的な解決に

はならないと考えていることから、安定した

働く場を確保するためには、やはり第１次産

業を含めた各産業の振興策とインフラ整備な

どを、これからも地道に行っていくことが最

も効果的であると、このように考えていると

ころであります。

国におきましては、去る１０月２３日に緊

急雇用対策を発表いたしまして、今後は、企

業に対して休業手当の一部を助成する雇用調

整助成金の要件緩和や、あるいは介護、農林

などの分野での雇用の創出を図るとのことで

あります。

また、三沢市といたしましても、各種産業

の振興のための事業や、あるいは、インフラ

整備を着実に実行することによりまして企業

経営の安定に寄与するほか、誘致企業が一定

数以上の市民を雇用する場合には、御案内の

ように奨励金を支払うなど、雇用促進奨励金

制度の活用を促進する。あるいは、三沢市地

区雇用対策協議会などに支援をいたしなが

ら、求人の要請や、あるいは学校への企業紹

介活動などを実施いたしまして、雇用機会の
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拡大を図ってまいりたいと考えております。

次に、新規に開業といいますか、経営者を

目指したいと考えている若い世代への支援に

ついてでありますが、不景気の中にあって

も、知恵と工夫と資金があれば、開業のビジ

ネスチャンスはあると言われております。

しかしながら、若い人にとりましては、資

金調達の面で大変苦労する場合が多いと思わ

れるところでありまして、新規開業を志す人

に対する支援策といたしましては、新規創業

者を対象に５,０００万円まで融資する、い

わゆる三沢市創造的中小企業支援融資制度を

設けております。また、三沢市内の支援策で

ありますが、新規開業を総合的にサポートす

るために県が設置した、いわゆる財団法人２

１青森産業総合支援センターにおきまして、

新規創業経費の３分の２または２分の１以内

で、５００万円まで助成する青森元気企業

チャレンジ助成事業などの制度があるわけで

あります。

ただし、融資につきましては、金融機関の

審査と保証人が必要でありまして、助成につ

きましては、採択基準として、産業の振興と

雇用の創出効果が高いものとされているな

ど、一定の制限があるわけであります。

三沢市では、これらの創業を希望する人へ

の相談に応ずる体制を整えるために、三沢市

商工会に対しまして、経営指導員の人件費補

助などを行っておりますが、来年度も引き続

きこのことに予算化をしてまいりたい、この

ように考えております。

また、商工会館内に置かれております青森

県商工会連合会東部広域指導センターにおき

ましても、相談や融資のあっせんを行ってい

るところであり、市といたしましても、これ

らの各機関で実施されている新規開業者への

支援について周知・宣伝を図るとともに、若

い世代の方々がどのような支援策を求めてい

るかについて、商工会など関係機関とも協議

を重ねてまいりたい、このように考えており

ますので、御理解を賜りたいと思います。

私から、以上であります。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

観光問題の１点○経済部長（桑嶋豊士君）

目、広域観光の取り組み状況と今後の展望に

ついてお答えいたします。

平成１９年６月に国が策定いたしました観

光立国推進基本計画では、地域の魅力ある観

光資源を広域的にネットワーク化する、広域

連携による観光振興の重要性が示されており

ます。

このような中、当市では、三沢市総合振興

計画におきまして、にぎわいあふれ活力ある

三沢市実現のため、広域観光の推進を重点プ

ランの一つとして掲げ、さまざまな施策に取

り組むこととしております。

その主な取り組みといたしましては、まず

小川原湖周辺の三沢市、東北町、六ヶ所村で

小川原湖広域観光協議会を構成し、小川原湖

を中心としたエリアの観光振興を図ることを

目的として、ホームページを活用した各自治

体の観光資源のＰＲ活動や、県外の旅行業者

を招いてモニターツアーを実施するなど、積

極的な誘客宣伝活動を行っております。

また、青森県が誇る十和田湖と小川原湖の

二つの湖をつないだ三沢市、十和田市、東北

町、新郷村で構成する十和田エイトライン観

光協議会におきましても、エリアの特性を生

かした観光振興を図ることを目的として、

ホームページを活用したＰＲ活動に加えまし

て、大型ポスターを作成し、ＪＲ東日本各駅

へ掲示するなどの誘客宣伝活動を推進してお

ります。

さらに、来年１２月、青森県民の悲願であ

りました東北新幹線全線開業の迎えるに当た

りまして、県内の観光客の大幅な増加が見込

まれることから、新たな交通拠点となる青森

市、七戸町と、現在の交通拠点である三沢市

と八戸市、これらの交通拠点を結ぶ十和田

市、六戸町、おいらせ町、東北町が広域観光

圏を形成し、それぞれの観光の魅力を相乗的

に高め、滞在・周遊期間の延長を図り、誘客

促進を目指すことを目的として、新たな青森

の旅・十和田湖広域観光協議会が平成２０年
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７月に設立されたところであります。

現在、この協議会の中で、各地域の特色を

生かした魅力ある広域的な観光商品の開発等

を研究しているところであり、当市といたし

ましても、この機を逃すことなく、関係機関

と連携をとりながら、青森県立三沢航空科学

館、寺山修司記念館などの観光スポットや、

冬の味覚として盛り上がりを見せております

ほっき丼などのＰＲを推進し、観光振興に取

り組んでまいりたいと考えております。

なお、東北新幹線全線開業に対する他の対

応といたしましては、青森県及び三沢市をは

じめ県内各市町村等が加盟する青森県観光連

盟が、来年１月１１日から２４日まで、東京

都の原宿表参道を会場にいたしまして開催す

るプレキャンペーン「とことん青森２０１

０」におきまして、青森御当地グルメ屋台村

コーナーに当市のほっき丼を出展して、ＰＲ

活動をする予定となっております。

以上が、これまでの広域観光に関する当市

の主な取り組みでありますが、今後におきま

しても、観光客のニーズを的確にとらえ、加

盟している各広域観光協議会の活動を通じて

各自治体と連携をとりながら、効率的な誘客

宣伝活動に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

次に、観光問題の２点目、地域住民が新た

な観光資源の発掘等をより幅広く継続的に行

える環境整備についてお答えいたします。

近年の観光旅行の傾向は、団体旅行から個

人や小グループによる旅行の占める割合が増

加してきており、個人や小グループでの旅行

の特徴として、ただ単に観光地をめぐるだけ

の旅行ではなく、体験交流型の観光を好む旅

行者がふえている状況にあると言われており

ます。

このように多様化する観光客のニーズに的

確に対応し、誘客促進を図っていくために

は、魅力ある新たな観光資源の発掘が求めら

れており、その実現のためには、行政や観光

関係者のみならず、何よりも地域住民の熱意

とお力添えが必要である認識しているところ

であります。

このような中にあって、例えば、議員さん

が先ほど御紹介ありました北部地区におい

て、自然を生かした地域興しを目的として発

足いたしました地域振興団体の「やるべえ

会」が、斗南藩記念観光村の敷地の一部を利

用して、イチゴとかジャガイモ、大根等を栽

培し、体験学習型の農園活動に取り組んでい

るほか、本年で１４年目を迎えました三沢市

グリーン・ツーリズム推進協議会による農業

体験修学旅行生の受け入れ等は、これまでも

当市の観光振興に大きく寄与しており、今後

も期待されているところであります。

お尋ねの、このような団体の皆様が継続し

て活動できる環境整備につきましては、当市

の観光振興を図る上で、その必要性を十分認

識しているところであります。

このようなことから、市といたしまして

も、各団体との連携を一層密にし、体験型観

光など、新しい観光資源の発掘、活用を支援

していくこととしており、さらに、これら観

光資源がより広く有効活用されますよう、加

盟しております各広域観光協議会等に働きか

けをしまして、観光ＰＲに努めてまいりたい

と考えております。

次に、観光問題の３点目、浜の駅構想につ

いてお答えいたします。

平成２２年開業予定の東北新幹線全線開通

は、交流人口を飛躍的に拡大させ、特に観光

客の増大が予想されております。

このようなことから、青森県におきまして

は、地域の特性を生かした観光資源の発掘に

よる観光コンテンツの充実を図り、観光力の

強化を推進することとしております。

議員さんお尋ねの浜の駅の構想につきまし

ては、三沢市総合振興計画の中に位置づけら

れております海産物直売所として、多彩な地

域の魅力を活用し、来訪する観光客や市民の

方々が安全・安心な地元産水産物等を購入で

きるような施設として、現在、構想を検討中

であります。

構想実現に当たりましては、建設に係る整
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備手法や運営母体など、解決すべき課題が多

いことから、今後、漁業関係等と協議を重ね

ながら、構想実現に向けて検討してまいりた

いと考えております。

以上であります。

１３番、再質問あり○議長（馬場騎一君）

ませんか。（「ありません」と呼ぶ者あり）

以上で、１３番西村○議長（馬場騎一君）

盛男議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

きょうは、大変皆○１２番（野坂篤司君）

さんは幸運なときに来ていただいておりま

す。と申しますのは、議会始まって以来、は

じめて皆さんに生で録音を放送するのだそう

であります。ですから、マックテレビを見て

いらっしゃると思うのですけれども、今回の

議会から全部、再々質問まで入りますので、

どうぞ御期待いただきたいと思います。そし

て、自分の意見と合っているような場合は、

「そうだ」とか「これは違う」とか言いなが

ら、テレビ桟敷でやっていただきたいと思い

ます。と申しますのは、議会ではやってはい

けませんので、そういうことになっておりま

す。

それでは、市民クラブの野坂篤司が、通告

に従いまして一般質問させていただきます。

三沢基地航空祭が１０月１８日に開催さ

れ、主催者発表でありますが、全国から２６

万人の入場者数を数え、さらに、私が知る限

りでは、会場に入場できなかったたくさんの

人がいらっしゃるということでございまし

た。その方々を合わせると、３０万人の人が

三沢市に押し寄せたことになります。三沢市

が大空に羽ばたく飛行機のまちである、その

ことを改めて証明されたことになると思いま

す。

三沢市と飛行機の歴史は古く、三沢市史に

よりますと、１９２４年、大正１３年７月７

日、淋代牧場の臨時総会で陸軍・海軍両大臣

に飛行場用地として牧場を買い上げ出願決議

をしたと書いております。さらに、８月１０

日、演習参加の立川陸軍飛行第５代替機が淋

代牧場を飛行場として使用と記されていま

す。このことは、１９１０年、明治４３年１

２月、徳川陸軍工兵大尉と日野陸軍歩兵大尉

が東京代々木練兵場で日本初の動力機による

公開飛行を実施してからわずか１４年経過の

後に、三沢村に飛行場があったということで

あります。これは、三沢地域が飛行場に適し

ているということであります。それからわず

か７年後の１９３１年、昭和６年１０月４日

午前７時１分、ミス・ビードル号（太平洋無

着陸横断飛行に）が淋代海岸から飛び立ち、

飛行時間４１時間１０分、７,８４７キロ

メートルを飛行し、ワシントン州ウェナッチ

に胴体着陸し、大成功したことは世界新記録

の快挙として多くの人が知ることとなりまし

た。

この歴史を踏まえ、ミス・ビードル号再現

飛行計画について伺います。きょうは、その

ためにバッジもつけてまいりました。

来年２０１０年は、１９１０年、日本初の

動力機による公開飛行から１００年に当たる

年として、国土交通省が航空１００年記念イ

ベントを全国的に提唱し、シンボルマークや

ロゴマークを募集し、航空１００年祭イベン

トとして大きく力を入れている政策が示され

ているところであります。

私は、このときを最高のチャンスととら

え、三沢市が一丸となって国土交通省の航空

１００年イベントに挑戦してみることも、大

いに選択肢としてあり得ることと思います。

幸いなことに、再来年はミス・ビードル号太

平洋無着陸横断飛行成功から８０周年の記念

すべき年であり、さらに、横断飛行成功のあ

かしとして、１９８１年、昭和５６年１０月

４日、三沢市とウェナッチ市との姉妹都市締

結から３０周年を迎える記念すべき年であり

ます。

当初、復元機で太平洋の島々を着陸しなが

ら淋代海岸に帰ってくる計画があったそうで

すが、多額な保険金が掛かることから、実現

されなかったと聞いております。私の考える
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再現飛行は、三沢飛行場だけの再現飛行で十

分だと思います。

しかしながら、肝心なことは、ミス・ビー

ドル号復元機のウェナッチ市のボランティア

グループ、スピリット・オブ・ウェナッチ実

行委員会の手で復元されていることでありま

す。私も、平成１４年の訪問でその飛行機を

見てまいりました。その実行委員会との交渉

で、ミス・ビードル号復元機を借りられるか

どうか、これが一番大切なことだと思いま

す。それが決まれば、その次は運び方になり

ます。

いずれにしても、交渉ごとです。来年度の

予算を前倒ししてでも、担当職員や、これま

で多くの三沢市民の方が努力してまいりまし

たが、その関係者をウェナッチに派遣し、今

年度中に交渉を開始しなければ、ミス・ビー

ドル号復元機記念飛行の実現は難しくなって

きてしまいます。

サンダーバードがことし来ました。サン

ダーバードで２６万人です。太平洋無着陸横

断飛行のミス・ビードル号復元機再現飛行で

あれば、全世界から３０万人以上の集客があ

り、多大な経済効果も期待できます。３０万

人と申しますと、１人２,０００円使っても

６億円です。１万円使うと３０億円というこ

とになります。次年度に向けて、三沢市民に

夢のある市長の意気込みを伺いたいと思いま

す。

次に、エネルギー政策問題として、国策と

しての超大型太陽光発電施設誘致建設につい

て伺います。

さきの衆議院選挙で政権交代したことによ

り、鳩山首相率いる民主党政権が誕生いたし

ました。民主党の政権は、事業仕分けに代表

される劇場型政策を演出し、耳ざわりのよい

子ども手当とか高校授業料無料化など、フィ

ンランドやスウェーデン等の北欧福祉国家型

の政策をマニフェストに書いております。だ

がしかし、北欧各国の税負担率は６６％から

７０％以上であることを余り言わないのであ

ります。このままだと、日本国民は、自分に

都合のよいことだけ主張する無責任な国民に

なり下がるのではないかと危惧している一人

であります。

しかしながら、唯一評価している政策があ

ります。それは、新政権が世界に約束した地

球温暖化対策としての二酸化炭素排出量２５

％削減であります。水力発電、風力発電、原

子力発電など、二酸化炭素排出量削減に大き

な期待を寄せていますが、中でも太陽光発電

は最も将来を期待されているエネルギー源で

す。太陽が降り注ぐ光のエネルギーは、地球

上で人類が消費するすべてのエネルギーを賄

い得る潜在量を有しています。

太陽光発電は、最初、宇宙衛星などの特殊

用途に使われてきました。地上電力用として

使われるようになったのは１９９４年ごろか

らで、まだたった１５年しかたっていない新

しい分野であります。地球規模でＣＯ を発２

生しない再生可能エネルギーの推進は、人類

の世界的責務であることから、急激に進歩す

る科学分野であると確信するものでありま

す。

三沢市は、環境エネルギー産業創造特区に

指定されているむつ小川原地域、１２市町村

及び八戸市含めて１３市町村ですが、その一

員です。六ヶ所村、東通村などの原子力発電

の施設、八戸市の火力発電施設に挟まれてい

る地域ながら、エネルギーに関連する施設が

ないのであります。

しかしながら、三沢市には、航空機進入表

面下移転跡地２９０ヘクタールがあります。

これを有効に活用すべきであると私は思うの

であります。五川目地区、四川目地区、岡三

沢地区の方が苦渋の決断で移転をされまし

た。それをいかに有効に使うかということが

大変大事なことだと私は思うのであります。

移転跡地ですから国の土地であります。日本

の国内に、平たんで、寒冷地で、太陽光がさ

んさんと降り注ぐ場所で、２９０ヘクタール

の広大な土地を有している場所は、余り考え

られません。まさに三沢の宝であります。

１１月２５日の新聞にも、昭和シェル石油
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が新潟市に太陽光発電所を建設する記事があ

り、同じく関西電力が堺市に２０ヘクタール

の土地を借り受け、太陽光発電所を建設する

との記事が出ていました。時代は待っていな

いのであります。

環境問題で世界をリードすべき日本の象徴

的な太陽光発電施設に対し、移転跡地の国有

地使用を提案することは、鳩山民主党政権に

とっても大きな希望をもたらすことと思いま

す。

つい最近までは、太陽光発電に対し、エネ

ルギー変換効率や費用対効果の面で疑問視す

る学者の方もいましたが、太陽光発電分野の

進歩はすさまじいものであり、世界的に秒単

位で進歩しているのであります。しかも、世

界は、限りある貴重な石油資源をできるだけ

熱エネルギーとして使わない方向になってい

ます。今このとき、経済性よりも人類的な課

題として世界がとらえているのであります。

そのためには、人であります、人材であり

ます。三沢市の将来がかかっています。今こ

そ真剣に未来の三沢市のあり方を考え、専門

的に、しかも総合的にエネルギー政策を考え

る時代が来ていると思います。

そこで、お尋ねしますが、来年度の資源エ

ネルギー庁との折衝や国との折衝をするため

に、三沢市の組織にエネルギー担当の部署を

設立すべきと思いますが、市長の考え方を伺

います。

次に、三沢漁港整備問題として、海釣り公

園について伺います。

太公望という呼び名が古くからあるよう

に、釣りが多くの人を魅了してきました。日

本人の余暇活動参加人口の推移を見ますと、

釣り人口は、１９９８年に２,０２０万人で

ありましたが、２００２年には１,６７０万

人と減少しています。それでも、ゴルフの

１,０４０万人により多いのであります。

三沢漁港で釣りをしている人は、年間２万

人から２万５,０００人の方だと聞いており

ます。その方々が釣りを楽しんでおります。

中でも６５歳以上の元気な高齢者は、定年退

職し、一番の楽しみとして毎日来ているので

あります。元気でなければ釣りに来られない

のであります。

その中に、アイナメ、カレイ、チカ、サヨ

リ、サバ、フッコ、イワシ、ドンコなど、切

りがないほどの種類の魚がいます。数匹釣っ

た魚を家庭に持ち帰り、てんぷらにしたりフ

ライにしたり、少し大きければ刺身にもでき

ます。これが最高の奥様孝行になると言う人

もいます。

他の都市から三沢市に住居を構え、三沢市

の住民になった人から聞くと「三沢は本当に

よいところだ。山菜はとれるし、すぐ行けば

海釣りができる。温泉は入り放題、近所の人

から野菜も来るし、交通の便もいい。こんな

住みやすいところはほかにない」と言う人が

いました。よその都市に暮らしたことのない

私ですが、このような話を聞くとうれしくな

ります。

人々の生活に欠かせないものに、食べ物、

自然食があると思います。自然の食べ物が入

りやすいところが住みやすいところになると

私は思うのであります。三沢市が住みやすい

ところと認知されている大きな要因として、

自然の作物が入り、すぐ行けば海釣りができ

る、そんなことが挙げられると私は思いま

す。しかしながら、三沢漁港に正式な海釣り

公園はありません。現在は、漁船が停泊する

ところで、漁師さんに迷惑をかけながら釣り

を楽しんでいる現状であります。

青森県の計画では、海釣り公園の計画があ

り、海水浴場の左側の防波堤に防護さくまで

ついている場所があります。釣り人たちはか

なりの期待を持っていましたが、いまだに実

現する可能性がないばかりか、最近、入り口

に鉄さくが設けられ、さらに土のうまで積ま

れています。逮捕者まで出ました。そのこと

から、多くの釣り仲間から三沢市独自の海釣

り公園の設立の期待が高まっているのであり

ます。住みよい三沢、高齢者の健康保持、家

族団らんの役に立っているこの海釣り公園、

ぜひ海釣り公園の建設計画について考え方を
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伺いたいと思います。

以上で、私の質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。

ただいまの１２番○副議長（山本弥一君）

野坂篤司議員の質問に対する執行部の答弁を

求めます。

市長。

野坂議員さん御質問○市長（種市一正君）

のうち、ミス・ビードル号の再現飛行計画に

ついては私から、その他につきましては関係

部長等からお答えさせますので、御了承願い

たいと思います。

まず、ミス・ビードル号につきましては、

その偉業から、三沢市とウェナッチバレーの

友好親善のシンボルとして、広く市民に認知

され、長く国際交流の礎となっているところ

でありまして、復元機による再現飛行は、両

姉妹都市にとりまして共通の願いとなってい

るところでありまして、その再現飛行は、東

ウェナッチ市の民間団体であります、いわゆ

るスピリット・オブ・ウェナッチが過去に計

画したこともあったようでありますが、何し

ろ長距離飛行に対する耐久テスト飛行などの

問題から実現には至っていない状況にありま

して、当市といたしましては、お話がありま

した、来年が日本の航空１００年、また再来

年は太平洋無着陸横断飛行８０周年、さらに

はウェナッチ市との姉妹都市締結３０周年、

そして後になりました東ウェナッチ市とでは

１０周年を迎える、まさに節目の年でありま

して、その記念行事として再現飛行が実現可

能になれば、これ以上のことはないと、この

ように考えているところであります。

現在、現地におきましては、再現飛行のた

めの資金集めや、あるいはテスト飛行など、

さまざまな問題の解決に向けまして定期的に

ミーティングを開催し、継続的に議論をして

いるとのことでありますが、何分にも情報が

少ないことから、当市からもそのあたりの情

報の提供も求めている状況であります。

御質問のミス・ビードル号の再現飛行計画

につきましては、今後、いわゆるスピリッ

ト・オブ・ウェナッチと当市、そしてウェ

ナッチ市、東ウェナッチ市との間で課題を整

理するとともに、日本の航空法との関係も整

理しながら、実現の可能性を最大限探ってま

いりたい、このように考えているところであ

ります。

以上であります。

総務部長。○副議長（山本弥一君）

エネルギー政策○総務部長（工藤智彦君）

問題についてお答えいたします。

太陽光発電施設の設置につきましては、Ｃ

Ｏ の削減に向けたクリーンエネルギーの重２

要性が見直されている昨今、化石燃料の代替

エネルギーとして世界的に注目を集めると同

時に、国がその太陽光発電を政策的に普及・

振興に努めていることから、今後、大きな成

長が見込まれております。

このような状況の中、当市では、広大な移

転跡地において大規模な太陽光発電施設の設

置ができないかというアイデアに基づき、国

や関連企業からの情報収集や個別訪問を、現

在、経済部所管で行っているところでありま

す。既に訪問した大手電力会社からは、三沢

市内に大規模太陽光発電施設を設置する予定

はないとの回答があったところであります

が、今後も引き続き具体化の方法を経済部が

主管となって模索していくこととしておりま

す。

このようなことから、エネルギー担当部署

の新たな設置につきましては、今後における

事業の方向性や可能性を見きわめながら、当

面は、現行の体制で進めてまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

三沢漁港整備問○経済部長（桑嶋豊士君）

題の市民の憩いの場としての海釣り公園につ

いてお答えいたします。

三沢漁港は、昭和４８年に第２種漁港とし

ての指定を受け、漁港漁場整備計画に基づき

修築事業として採択されて以来、今日まで継

続して事業が進められてきております。ま
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た、平成１４年には、全国からの漁船が入港

可能な第３種漁港に格上げ指定を受け、東部

海区沿岸地区の中核漁港としての重要性が増

しているところであります。

御質問の海釣り公園の計画についてであり

ますが、当初、青森県の漁港漁場整備計画に

おきまして、親水型防波堤としてふれあい釣

り広場も計画されておりましたが、これまで

漁港施設の機能拡充を図るため、県では優先

的に防波堤や浮き桟橋等の整備を進めてきた

ところでございます。

海釣り公園の整備計画につきまして青森県

に確認をしたところ、計画を予定しておりま

した南側防波堤は、外海に接し、過去にも多

くの水難事故等が発生しており、また予算と

漁港整備優先順位の兼ね合いもあり、凍結状

態であるとの回答でありました。

議員さん御承知のとおり、漁港施設整備及

び管理につきましては青森県の所管であるこ

とから、現状では、市単独での釣り公園の整

備につきましては手続上非常に困難な状況で

ありますが、将来的な検討課題として、管理

者であります青森県と協議をしてまいりたい

と考えております。

１２番。○副議長（山本弥一君）

再質問させていた○１２番（野坂篤司君）

だきます。

はじめに、市長のお答えをいただきまし

た。前向きに検討にしていただくということ

ですけれども、私としては、先ほどの質問の

中に、担当者の派遣、人と人との話し合いで

すから、直接行って話をしてこないとなかな

か難しいだろうということを感じているわけ

です。

今回のこの質問に対しても、航空科学館か

らも資料をいただいてまいりました。航空科

学館でも全面的に支援したいと、何だったら

一緒に行きたいと。そして、私の属している

三沢自衛隊協力会の役員も、応分の資金を出

してもいいからぜひ実現してくれということ

がありました。場合によっては、関連の職員

と一緒に行きたいと思っているわけでありま

す。

先ほどの市長のお答えだったのですが、三

沢は、何としても航空ということがメーンで

あります。先ほど言いましたように、航空祭

にあれだけの人が来るのです。ぜひ航空祭の

メーンイベントとしてやるときには、あれぐ

らいのネームバリューではミス・ビードルが

一番だろうと思うわけです。今まで何年やっ

ていても１回も飛行機が飛ばなかったという

と、飛ばないで終わったのと、これでおしま

いです。１回だけはやらないといけないと

思っているわけです。

再質問は、職員派遣する考えがあるかどう

か、これだけひとつお答えいただきたいと思

います。ぜひ派遣していただきたい。そう

いった話をしてこないと進まないのです。人

は、電話とかパソコンとかメールだとかで

言ってもだめなのです、行って話してこない

とだめなのです、これが営業の基本でありま

すから。とにかく、会うということが大事で

す。

次に、エネルギー問題。

エネルギー政策を一生懸命話した割には、

そういうのはないと一気に答えられました。

私としては、あの跡地が防衛省のものだと理

解しているのですけれども、国の防衛も含め

て、米軍基地の電力、自衛隊の電力、そう

いったことの電力も全部賄えるのではないか

と。防衛省関連の中でお話しすれば可能性は

高いのではないかと思いますので、その関連

性について、再度答弁願いたいと思います。

それから、３番目の海釣り公園であります

が、よくゲートボールだとか、お年寄りに対

していろいろな補助をしていますが、釣りに

は一切補助がないのですよね。釣りに行くと

いうことは、大変健康にいいのです。

大変失礼な話ですが、隣に海水浴場がある

のですね。何日やっているかというと、大体

３０日ぐらいだという話ですけれども、せい

ぜいやって２０日ぐらいかなと。この間、現

地に行ってまいりました。もう車を閉め出し

ております。ガチャンとやっておりますね。
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もったいないですね、あれだけやっておい

て。

もしあそこを多少変えて、県から許可をい

ただいて、例えば海水浴場以外のあとのシー

ズンは釣り公園にしますよとすれば、年じゅ

う使えるのです。あれだけいいところを、３

６５日のうち、たった３０日しか使っていな

いというのですから、大変なことだと私は思

うのですが。その辺の方向に考えてはいかが

かということで、その辺の可能性があるかど

うか、再質問させていただきます。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

再質問にお答をいた○市長（種市一正君）

します。

先ほど答弁申し上げましたが、いろいろな

課題があると思いますので、まずは国内のそ

ういう事情を照らし合わせていろいろ検討し

て、必要があれば、私を含めてそういう対応

をしたいと考えております。

以上であります。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

まずはじめに、○経済部長（桑嶋豊士君）

移転跡地の取り扱いにつきましては、国有財

産法によりまして、現在、縛りがあるわけで

あります。この中で、防衛省と協議をしてま

いりましたが、防衛省では、具体的な事案が

上がった時点で具体的な検討をしますという

ふうな回答でございました。

それから、海釣り公園につきましては、現

在、青森県の漁港漁場整備計画が平成２３年

までとなってございます。次期、２４年以降

は、新たな整備計画がなされるというふうな

ことになっておりますので、この変更時点に

おきまして、市では、県とその活用について

協議をしてまいりたいというふうに思ってお

ります。

１２番。○副議長（山本弥一君）

今、桑島部長から○１２番（野坂篤司君）

答弁いただきました。２４年に県との海釣り

公園に関しての話し合いがあるということを

言いましたけれども、それには……。２４年

に県との話し合いがあると言いましたよね、

言いませんでしたか、言わなかった。そうい

うふうに聞こえたのですが、そうでれば、そ

のときにこういったことの提案をするかどう

かということを確認したかっただけです。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

ただいまの再質○経済部長（桑嶋豊士君）

問にお答えします。

現在の計画が平成２３年度までとなってお

ります。そして、新たな計画が２４年度から

スタートいたします。したがいまして、２３

年度中には、２４年度以降の計画の策定がな

されるというふうに考えております。ですか

ら、２３年度までに、市としては、そういう

ものが可能かどうかということを、県と協議

をしていきたいというふうに思います。

以上で、１２番野○副議長（山本弥一君）

坂篤司議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１４番小比類巻正規議員の登壇を願いま

す。

市民クラブの○１４番（小比類巻正規君）

小比類巻正規であります。

通告に基づきまして、基地問題、Ｆ－１６

戦闘機の撤去報道についてお伺いいたしま

す。

９月１２日付の新聞報道で、米国政府が三

沢基地に配備されているＦ－１６戦闘機の全

部を年内にも撤去させる構想を日本側に打診

していたことが明らかになりました。この新

聞報道に触れた多くの市民の皆さんは、あの

昭和４５年１２月、突然発表された三沢米軍

基地の整理縮小と、これに伴う基地従業員の

１,０００名を超える大量解雇の衝撃を思い

起こしたものと推察いたしております。

このたびの事態に市長はいち早く上京を決

断され、防衛省並びに外務省を訪ね、新聞報

道の事実関係を行ったところであります。

申し上げるまでもなく、三沢市は国防の重

要性に深い理解を持ち、戦後６０年間にわた

り、日本の平和と安全に大きく貢献してきた

ものと理解しており、私は、三沢市と三沢基
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地は一体の関係にあるものと認識いたしてお

ります。

Ｆ－１６戦闘機を撤去させるとする構想

は、三沢市から米軍基地がなくなることを意

味するものであり、これまで築き上げてきた

コミュニティーや友好関係の崩壊をもとに、

基地交付金や補助金等を含め、市民生活の全

分野、全業種にわたって影響を受けることが

予想され、まさに市の存亡にかかわる極めて

重大な問題であるものと認識いたしておりま

す。

防衛省並びに外務省を訪ねた市長から、両

省とも正式な打診は来ておらず、検討もして

いないとの回答であった旨、説明をいただい

たところであり、この説明により、より多く

の市民は一様に安堵の感を持ったものと考え

るところであります。

しかしながら、一方で、在日米軍の体制に

ついては、日ごろからさまざまな機会に、日

米で議論している内容については、事柄の性

質上、また相手のある話でお答えできないと

する防衛省事務次官の会見報道は、Ｆ－１６

戦闘機の撤去をうかがわせるかの発言であ

り、防衛省並びに外務省の回答に対し、少な

からず懸念と不信を持たざるを得ないもので

あります。

さらに、１１月１１日付の新聞報道では、

米国政府が米軍嘉手納基地のＦ－１５戦闘機

の半数を三沢基地に移動させ、三沢基地のＦ

－１６戦闘機をすべて米国に撤収する構想を

日本側に打診していると伝えております。

このように、最近に至り、三沢基地やＦ－

１６戦闘機を取り巻く環境は不透明感を増し

つつあり、市民の間から米軍基地の存続を危

惧する声も大きくなりつつあります。

そこで、突然のＦ－１６戦闘機の撤去報道

に触れ、市長はどのような思いで防衛省並び

に外務省を訪ねられたのか、また、今後の米

軍三沢基地の位置づけをどのように考えてお

られるのか、お伺いするものであります。御

答弁のほど、よろしくお願いいたします。

ただいまの１４番○副議長（山本弥一君）

小比類巻正規議員の質問に対する執行部の答

弁を求めます。

市長。

ただいまの小比類巻○市長（種市一正君）

正規議員さん御質問の基地問題、Ｆ－１６の

撤収報道についてお答えいたします。

お話にありましたが、去る９月１２日付の

新聞で、米軍三沢基地所属のＦ－１６戦闘機

すべてが、早ければ年内に撤収されるとの報

道がなされたところであります。

この件に関しましては、国からは三沢市側

に対して一切の情報提供もなく、市といたし

ましても、報道があったその日に、庁内に設

置されている行政経営調整会議を緊急招集し

て、情報の共有化と今後の推移を注視し、各

部門において予想される影響や対応等を整理

しておくことを指示いたしたところでありま

す。

その後、９月１４日には私みずからが防衛

省並びに外務省に直接出向きまして、今回の

報道について、地元に一切説明がないことは

まことに遺憾であることを、また、その事実

関係を明らかにしてほしい旨、訴えてまいっ

たところであります。これに対しましての回

答は、これまでＦ－１６戦闘機の撤収などの

正式な打診はなく、検討もしていない、この

ような話があった場合には、当然ながら事前

に三沢市に伝えるとの回答があったところで

あります。翌１５日には、市議会に対しまし

て、この国の回答内容を報告したところであ

ります。

小比類巻議員さんお尋ねの、どのような考

えで上京したのかについてでありますが、三

沢市は国防の重要性を認識し、基地との共存

共栄のもと、基地とともに歩んでまいりまし

たが、一方では、市民が日々騒音の苦痛や事

故等の不安に耐えながらも、基地の安定的運

用に協力してきたところであり、さらに、基

地従業員をはじめ、基地に関連した事業を営

む方々も多数いることから、今般の基地態様

が大きく変化するような新聞報道が突如とし

てなされたことは、市民の皆様を不安と混乱
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に陥れるものであり、基地を抱える市民の代

表として、その真偽をただし、市民の不安解

消に努めることがまずは先決であると考え、

急遽、私みずからが上京し、その事実確認を

行ったところであります。

小比類巻議員さんからもお話がありました

ように、三沢基地の存在は国防上重要な位置

づけであることは、私としても十分認識いた

しているところであります。また、基地との

共存を掲げてきた当市にありましては、基地

が安定的に運用されることが最も大事である

と、このように考えているところでもありま

す。

したがいまして、Ｆ－１６戦闘機の撤収、

あるいはそれにかわる基地機能の受け入れな

ど、国の要請があった際には、市民に与える

障害の状況や、あるいは国の民生安定にかか

わる対策等総合的に検討するとともに、市議

会をはじめ、各種団体等の御意見などを踏ま

えながら、慎重に判断してまいらなければな

らないものと、このように考えているところ

であります。御理解をいただきたいと思いま

す。

１４番。○副議長（山本弥一君）

再質問させて○１４番（小比類巻正規君）

いただきます。

三沢市は、戦後６０年間という長い中、基

地の騒音、事故、それぞれいろいろな形で悩

まされてきたと。そういう中で、市としても

基地には反対の立場を通してきたわけで、住

民もまた、基地存続には反対というふうな声

があるのも事実であります。

そういう中にありまして、種市市長、また

前鈴木市長は、基地の共存ということを掲げ

て、基地に一定の理解をしてきたのかなとい

うふうに私は考えております。

今回のＦ－１６の撤収報道でありますけれ

ども、今までは、そういう部分で反対という

声のほうが多かったのかなという気はしない

でもないですけれども、このＦ－１６報道が

あってから、ただＦ－１６が撤収するという

だけで、基地がなくなるのかというふうな意

見もあると。市民はそういう不安を抱えてい

ることもまた事実であります。

そういうことを考えると、先ほど市長が

おっしゃられた、基地の安定というものを真

剣に考えていかざるを得ないのかなというふ

うに考えておりますけれども、市長の御答弁

をもう１回お願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

再質問にお答えいた○市長（種市一正君）

します。

繰り返すようでございますけれども、やは

り私ども共存共栄する中で、基地との関係に

おいて、水道とか道路とか、いろいろなこと

で投資をしてきたのも事実であります。

当市として云々ということになれば、これ

は与える影響が大変なことでありますので、

私としては、安定的に基地が運用されること

を最大の課題としてとらえておるわけであり

ますので、そういうことであえて答弁したわ

けでありますので、御理解いただきたいと思

います。

１４番。○副議長（山本弥一君）

今、市長から○１４番（小比類巻正規君）

も安定的に運用したいということで、三沢基

地は、防衛上大変重要な基地であると私は認

識しております。

その中で、三沢市も大変負担を抱えてい

る。沖縄ですけれども、よその県においても

大変な負担を抱えている。同じ立場の中で沖

縄県移設・移転、それぞれ騒がれております

けれども、きょうの報道にもありましたが、

米軍の訓練施設を大阪府にというふうなこと

も載っております。

こういうことを考えたとき、三沢市として

も同じ自治体の長として、沖縄の負担軽減の

考えがあってもいいのかなという考えもする

のですけれども、そこのところを答弁よろし

くお願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

再々質問にお答えい○市長（種市一正君）
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たします。

国防の問題については、一地方行政が云々

ということでなくて、国と国とのことであり

ますので、答弁は差し控えたいと思います。

いずれにいたしましても、そういう仮定の

中で申し上げることもちょっとあれでござい

ますけれども、いつも申し上げているとお

り、やはり市民の代表である議員の皆さんの

考えなり広く徴しながら、そういうものを決

めていく必要があるだろうと思っております

ので、御理解を賜りたいと思います。

以上で、１４番小○副議長（山本弥一君）

比類巻正規議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

６番藤田光彦議員の登壇を願います。

民主党の藤田光彦で○６番（藤田光彦君）

す。

通告に従いまして、一般質問をさせていた

だきます。

ます、ボランティアによるまちづくりにつ

いて質問いたします。

昨年夏、三沢基地のアメリカ人ボランティ

アグループと、ある町の海岸へ清掃に出かけ

ました。海岸の至るところにごみが散乱して

おり、中には、何十年もの間見捨てられ朽ち

果てた木工船の残骸もありました。夕日を背

景にこの木工船の横たわる浜辺の景色が、１

９世紀の情景を醸し出していてとても美しい

と、そういうことで、ごみを何とかしようと

何十人ものボランティアが集まり、さらに、

その町にも協力をお願いして、海岸を清掃す

ることになったのです。

清掃活動を開始する前に簡単なセレモニー

があり、アメリカ人の代表からボランティア

活動に対する感謝の言葉が述べられました。

一方、その町の行政の代表からは、予算がな

く清掃をやめているとのあいさつがありまし

た。文化の違いが強く感じられた一幕でし

た。

アメリカと言えば、自由と民主主義が国是

ですが、その建国の原風景は、まさにボラン

ティアが築き上げたまちであります。人々が

自由に率先してコミュニティーづくりを行

う。そのことがアメリカの歴史であり、文化

でした。

１９世紀初頭にアメリカを訪れたフランス

の政治家ビクトルが「アメリカの民主主義」

という自書の中で、新たな社会的な取り組み

の先頭には、フランスでは政府が、イギリス

では高い位の人が決まって登場するが、米国

では、そのかわりに必ず簡易組織がつくられ

ると述べております。そのような自由なボラ

ンティア活動の文化がなければ、アメリカ型

民主主義は形づくられなかったと言われてお

ります。

三沢市にはたくさんのボランティアグルー

プが存在し、さまざまなまちづくりに参加し

ています。市の美化運動から学校の図書整理

や読み聞かせ、いろいろなまちおこしイベン

トの企画、さまざまな福祉的支援まで幅広く

活動していて、市の活性化と発展の原動力と

なっております。三沢がアメリカ文化の神髄

であるボランティア活動を広く実践している

ということは、アメリカ文化の発信地である

三沢のアイデンティティーの証明でもありま

す。

さまざまな文化活動を検証し、さらなる進

展を促進するために、ボランティアによるま

ちづくり宣言や条例をつくることが必要と思

いますが、考えをお聞きしたいと思います。

次に、米軍三沢基地について質問いたしま

す。

日本人は過去について忘れやすい民族と言

われておりますが、三沢市民にとって、４０

年前の出来事は、一世代を経た今でもたくさ

んの市民の方々の記憶に残っております。１

９７０年の三沢基地従業員１,０００名以上

の大量解雇という出来事は、余りにも衝撃的

な経験であったからこそ、去る９月のＦ－１

６戦闘機の三沢からの撤去という報道は、種

市市長を、定例議会の開催中でありながらも

すぐさま東京へ向かわせたと思います。

この報道に対する三沢市民の衝撃と不安を

直接中央政府に伝え、米国政府からのそのよ
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うな打診の事実はなかったとの確証を中央政

府から得ると同時に、今後、そのようなこと

があったならば、三沢市に事前に説明すると

の確約も引き出しました。一抹の不安は残り

ますが、市長の対応は現実的であったと評価

しております。

さて、Ｆ－１６戦闘部隊は、ソビエト沿海

部やサハリンなどに展開する極東ソビエト軍

に対応するため、１９８５年から三沢に配備

され、冷戦終了後は、朝鮮半島の有事を視野

に入れながら、戦術支援のため、グローバル

に展開できる遠征部隊となっております。

米軍三沢基地は、近くには射爆場を有し、

そして、太平洋及び日本海上空に広域の訓練

空域を提供されております。また、三沢市

は、基地との共存共栄という友好的な姿勢を

明確にしており、他の在日米軍基地に比べ非

常に恵まれた環境にあると思います。このよ

うな好条件の基地から撤去するということ

は、大幅な戦略的変更か戦術的補完がなけれ

ばあり得ないと考えられます。

さて、基地と言えば、基地問題という言葉

に代表されるように、航空機による騒音や事

故、軍人軍属による犯罪などといった負の資

産を抱えてきましたが、今回の報道で、今ま

で記憶の中に眠っていた新たな問題を浮き彫

りにしました。それは雇用であり、経済であ

り、市の財政の根幹にかかわるものです。と

いうのは、三沢基地の約１,３００名の従業

員のうち、その半分の６５０人もの人が三沢

市民であるからです。

また、基地産業という言葉があるように、

基地は、すそ野の広い産業形態をつくり、い

ろいろな業種が基地にかかわっているためで

す。そして、市の予算の４分の１を占める基

地関連の交付金並びに補助金は、市の財政の

基盤をなすものだからです。中心的産業のな

い三沢にとっては、基地という一産業に依存

するより、今のところ発展の道はないと思わ

れます。

今回の報道で、三沢はどういうまちか、基

地は三沢にとってどういう存在か、現実的に

改めて考えさせる機会となりました。そし

て、基地従業員の中に同様な雇用不安が深刻

に広がっております。市の今後の対応を伺い

たいと思います。

最後に、放射能事故に対する市の防衛体制

について質問いたします。

今日、下北半島は、日本の原子力関連施設

の一大基地になりつつあります。六ヶ所村に

は核燃料サイクルの根幹をなすウラン濃縮工

場、再処理工場、低レベル放射性廃棄物埋蔵

施設、そして高レベル放射性廃棄物貯蔵管理

施設があり、２年後にはＭＯＸ工場も着工予

定です。また、東痛村は、２００５年より原

子力発電所が稼働しており、さらに、大間町

にはＭＯＸ燃料を利用した原子力発電所が計

画されています。

このような施設は、三沢より十数キロのと

ころにあり、万が一の事故により大量の放射

能が大気に漏れた場合、三沢市民は大変な影

響を受ける可能性が大であります。特に、ヤ

マセが吹いているようなときは、その気流に

乗って数時間で放射能が三沢にやってきま

す。一市民として、どのような準備をして、

どのように対応したらよいかわからず、不安

に思っております。

このような地理的条件を考え、市は、これ

ら施設の放射能事故の影響をどのように予測

し、それに対しどのような防衛体制を計画し

ているか、お聞きしたいと思います。

以上で質問を終わります。御答弁、よろし

くお願いいたします。

ただいまの６番藤○副議長（山本弥一君）

田光彦議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

藤田議員さんの御質○市長（種市一正君）

問のうちＦ－１６戦闘機撤去報道に関する今

後の対応については私から、その他について

は副市長等からお答えさせますので、御了承

願いたいと思います。

繰り返すことになりますが、去る９月１２

日付の新聞で、米国政府が日本国政府に対し
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て、米軍三沢基地所属のＦ－１６戦闘機すべ

ての撤収を打診してきたという報道がなさ

れ、さらに１１月１１日付での新聞では、嘉

手納基地所属のＦ－１５戦闘機の半数を三沢

基地へ配備し、米軍三沢基地所属のＦ－１６

戦闘機すべてをアメリカ本土へ撤収する構想

を打診しているという報道がなされたわけで

あります。

三沢市といたしましては、繰り返します

が、９月１２日の新聞報道後、行政経営調整

会議を緊急招集し、情報の共有化と今後の推

移を注視し、各部門においての予想される影

響や対応等を整理しておくことを指示したと

ころでありました。

その後、９月１４日には、私、申し上げた

ように、防衛省及び外務省を直接訪ねまし

て、今回の報道が事実であるとすれば、国か

ら地元に対して説明が一切ないことはまこと

に遺憾であると、その真相を明らかにしてほ

しい旨、それを訴えてまいったわけでありま

す。

このことに対し、両省から、米国からはこ

れまでＦ－１６戦闘機の撤収などの正式な打

診は全くない、検討もしていないと。このよ

うな話があった場合には、まさに事前に三沢

市に伝えると、こういう回答であったわけで

あります。

さらに、１１月１１日の新聞報道を受け、

三沢防衛事務所を通じまして防衛省に事実確

認したところ、在日米軍の体制については、

日ごろからさまざまな機会に日米間でさまざ

まな議論を行っているが、その内容の詳細に

ついては、事案の性質上お答えできないとの

回答を得たところであります。

また、今回の報道のとおり、Ｆ－１６戦闘

機の撤収が実行された場合には、多くの基地

従業員の方々がその職を失うことも懸念さ

れ、市経済に与える影響は多大なものがある

と思うところであります。

昭和４５年に発表されました在日米軍の削

減による三沢基地の米軍飛行隊引き揚げの際

には、当時、三沢基地従業員２,０１８人の

うち１,０５８人が解雇されるという、まこ

とに深刻な事態になったわけであります。こ

のことを二度と起こさないように、三沢市と

いたしましては、基地従業員の皆様の雇用が

安定することを心から望んでおりますが、仮

に大量の解雇につながるような事態になるよ

うであれば、国の責任において雇用対策を確

実に実施すべきものであると考えております

ので、この対策は国がやることであると思い

ますので、その旨を国に対して強く申し入れ

してまいりたい、このように考えをいたして

いるところであります。御理解を賜りたいと

思います。

副市長。○副議長（山本弥一君）

放射能事故に対す○副市長（大塚和則君）

る市の防災体制についてお答えいたします。

原子力施設にかかわる災害の対応に関しま

しては、原子力災害対策特別措置法などに基

づき、専管事項として、設計段階から運転、

廃止に至るまで一貫して原子力施設の安全規

制を行っている国が設置する原子力災害対策

本部による的確な指示、指導、助言のもと、

関係機関が相互に連携を図る体制となってお

り、本県では、青森県地域防災計画原子力編

に基づき、防災体制の整備を図ることとされ

ております。

当該防災計画では、隣接市町村としての三

沢市の役割として、県庁などとの連絡体制、

市民への広報体制などが示されております

が、これらの体制は、県あるいは市の防災訓

練などを通して定期的に確認しているところ

でございます。

また、当該防災計画では、あらかじめ役割

分担を定めて防災体制を整備することとなっ

ておりますことから、お尋ねの放射線の測定

装置につきましては、青森県が主体となり体

制を整備し、三沢市役所の敷地内にも県の測

定装置が設置されております。

医療体制につきましては、県内の各医療機

関による協力体制を整えており、三沢市立三

沢病院においても、県の指導のもと、患者の

受け入れ態勢を整えているところでございま
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す。

また、緊急輸送に係る交通管理体制などに

つきましては、青森県警が中心となり、救急

活動や避難者輸送の交通の確保をすることと

されております。

三沢市では、毎年、国・県などと連携し、

三沢市で講演会や意見交換会を実施いたして

おりまして、市民の皆さんへのエネルギーや

原子力に関する知識の啓蒙・啓発活動に努め

ているところでございます。市といたしまし

ては、このような青森県における原子力防災

体制を踏まえ、県の原子力防災訓練への参加

など、関係機関と十分連携を図りながら対処

しているところでございます。

以上です。

政策財政部長。○副議長（山本弥一君）

ボランティ○政策財政部長（澤口正義君）

アによるまちづくりについての御質問にお答

え申し上げます。

当市は、総合振興計画において、多様な主

体の参加による協働のまちづくりを進めるこ

ととしており、ボランティア団体やＮＰＯ法

人をはじめとする各種団体の役割は、非常に

大きいものと認識をいたしているところであ

ります。

このことから、現在、市民がまちづくりの

主体となった行政との協働を進めるため、各

種団体、学識経験者及び公募による市民で構

成される三沢市協働のまちづくり市民会議を

設置し、協働を推進するための指針の策定及

び市民活動を促進する方策等について御検討

をいただいているところであります。

協働によるまちづくりの推進には、町内

会、市民活動団体、ボランティア及び企業等

多様な団体活動を活発化させることが必要で

ありまして、また、三沢市社会福祉協議会内

にあります三沢市ボランティアセンターとの

連携が不可欠であると考えているところであ

ります。

ただいま議員さんのお話にもございました

ように、当市には米軍基地が所在し、ボラン

ティアに対する意識が高いと言われているア

メリカ人が多く居住しており、交流も交えた

ボランティア活動も盛んに行われているとこ

ろであります。

ボランティア活動は、市民一人一人の思い

や自主性により行われるものであることか

ら、御提案のございましたボランティア宣言

や条例の制定につきましては、今後、慎重に

検討してまいりたいと考えております。

私からは、以上でございます。

６番。○副議長（山本弥一君）

再質問させていただ○６番（藤田光彦君）

きます。

まず、ボランティア活動について質問いた

します。

ボランティア活動の有意義さ、皆さんも御

存じのように、先駆性、補完性、自己実現性

と言われております。先駆性とは、行政と同

じような、またそれより先に、もっと新しい

アイデア、いろいろなアイデアをどんどん発

表されていく、実現されていく、そういう先

駆性がありますし、また、補完性というの

は、行政がなかなかできない、そういう市民

のニーズに対してそれをやっていくと、そう

いう補完性。また、自己実現性というのは、

社会に自分は貢献していると、そういう役割

について、自分の満足感、達成感、いろいろ

な意味でボランティア活動の有意義さがある

と思います。

また、ボランティア活動をどんどんまちで

推進していくと、大人がやっているボラン

ティア活動を見て、子供たちがボランティア

活動をしたいと思う可能性もあります。それ

は、子供たちにとって、社会性、人間形成、

人間の成長にとってすごくいいことだと思い

ます。

そういう全般的な有意義さがありますの

で、これを市が後押しするという意味で、条

例とか宣言とか、そういうのをつくって、ど

んどん発展させていく、進展させていく、そ

れがぜひとも必要だと思います。先ほど慎重

に考えていくと言っていましたけれども、こ

れをどんどん発展的に考えていかなければな
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らないと私は考えていますが、部長の慎重に

という意味はどういう意味か。また、これを

もっと積極的に考えていけないかどうか質問

いたします。

それから、三沢基地について質問いたしま

す。

市長は、先ほど、９月の報道の後に協議会

を開いて、影響を研究したと言っています。

その協議会でＦ－１６が撤去した後の影響を

研究したと。どのような結果が出ましたか。

例えば、雇用に関しては何人減っていくの

か、経済にとってどういう影響があるか、ま

た、財政にとっても交付金がどのぐらい減ら

されるか、そういうことを研究した協議会で

したでしょうか。

それから、従業員の雇用問題ですけれど

も、国の責任において実施する。私は、これ

は具体的にどういう意味か知りたいのです。

６５０人もの従業員がいますので、これを国

がどのように責任を持ってやっていくお考え

か、少しぐらい市長が知っていたら、お知ら

せくだされば大変助かります。

それから、市長には三沢米軍基地司令官と

の特別なチャンネルがあると聞いております

けれども、今回のこういう報道で、そういう

チャンネルを生かして、少しぐらいのＦ－１

６に関する情報を得ることがありましたかど

うか、お聞きしたいと思います。

それから、放射能事故に関してですけれど

も、確かに県が設置した法律かなんかに基づ

いて青森県が他の市町村に指示する、そうい

う関係を持っていると思いますけれども、青

森県の地域防災計画を見ますと、三沢市にお

いては、必要に応じて情報連絡、住民広報の

体制等を準備しておくものとすると言ってお

ります。これは、多分県庁との情報連絡だと

思います。果たしてこれはしっかりしている

のでしょうか。そして、広報の体制というの

は、どういう手段をもって住民に広報を行う

のか、その具体的なことをお聞きしたいと思

います。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

政策財政部長。

最初に、基○政策財政部長（澤口正義君）

地問題の再質問にお答えいたします。

調整会議を開いていろいろなことを検討し

たわけでございますが、結果として、先ほど

市長から、そういう事実がないということが

外務省、防衛省から確認されたことから、特

に数字的なものは現在整理されておりませ

ん。

それから、ボランティアによるまちづくり

についての再質問でございますが、慎重に検

討してまいりたいという意味でございます。

先ほど議員さんからお話がありましたよう

に、ボランティアというのは、まさに先駆性

があって非常に大事なものでございます。人

間形成にもかかわることでございます。ま

た、青少年の健全な育成にも重要な影響を与

えるものでございます。

私のほうで慎重に検討してまいりたいとい

う趣旨でございますが、前段で御答弁申し上

げましたように、ただいま、三沢市協働のま

ちづくり市民会議の中で、このボランティア

活動のことについても市民からいろいろ御意

見を拝聴しながら、そのあり方、活動の仕方

も含めて御検討いただいている最中でござい

まして、それをもって、議員さんから御提案

のあったボランティア宣言とか、あるいは条

例制定にかわり得るものではないだろうかと

いう観点から、慎重に検討してまいりたいと

いうふうな答弁をさせていただいた次第でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

副市長。○副議長（山本弥一君）

原子力関係の再質○副市長（大塚和則君）

問にお答えします。

三沢市の原子力防災計画の中では、三沢市

の役割はどういうものかという再質問でござ

いますが、三沢市にはオフサイトセンター、

つまりは現地対策本部から通報が入るシステ

ムになっております。また、県庁からも、ま

た事業者からも、そういう連絡、通報をいた

だくという形になっております。

また、それを受けて、三沢市では市民の皆
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さんにどういう形でお知らせするのかという

ことにつきましては、三沢市には防災行政用

広報無線がございます。これによって、その

内容を市民の皆さんにお知らせする。また

は、マックテレビにおいて、そういう情報を

市民の皆さんにお知らせするという形になろ

うかと思います。

以上でございます。

６番。○副議長（山本弥一君）

再々質問させていた○６番（藤田光彦君）

だきます。

私がさっき質問したものに、もう一つ答弁

が抜けていました。国の責任において従業員

の雇用を何とかするとかと市長は言っていま

したけれども、これはどういう意味か、どう

いう考えを市長は持っているか。国が対応す

ることについてどういう考えを持っている

か、もっと具体的に知りたいと思います。

それから、防災ですけれども、私がもっと

具体的に、現実的に知りたいのは、防災警報

を出すと、その警報の中身で、もし市民がマ

ニュアルを持っていたら、警報を出したその

時点でいろいろなマニュアルに基づいて対応

できるわけですよ。屋内待機するか、それと

もまちから避難するか。屋内待機の場合は、

放射能が入ってくるのをどういうふうに防ぐ

とか、住民に対するそういう広報が必要だと

思っておりますけれども、そういうマニュア

ルを住民に配布しておりますでしょうか。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

雇用というようなこ○市長（種市一正君）

と。これは、過去に起こったことの中でそう

いうことがあったわけで、大変なことであり

ます。

仮定の中で申し上げることはいかがかと思

いますけれども、もしそういう事態が起こっ

たとすれば、国の必要性に応じてそういうも

のを担ってきたわけですから、もしそんなこ

とがあるとすれば、国の責任で雇用対策とい

うものを考えていただきたいということを国

に申し上げたいと、お願いしていきたいと、

こういう考えであります。

以上であります。

副市長。○副議長（山本弥一君）

原子力防災体制に○副市長（大塚和則君）

ついての再々質問にお答えいたします。

先ほど答弁の中でもお話ししましたが、原

子力防災対策の技術的、専門的事項について

は、国の原子力安全委員会において策定して

いる防災指針では、防災対策を重点的に実施

すべき地域を範囲として、原子力施設がある

ところにおいては半径約８キロから１０キロ

メートル、核燃料再処理施設が存在する地域

においては半径約５キロ、その上で、具体的

な地域防災計画の策定に当たっての留意点と

して、充実すべき範囲の外にある部分につい

ては、何らかの対応が求められる場合にも、

範囲内の防災対策を充実していくことによっ

て十分対応できるというふうにされておりま

す。

したがって、この意味での防災計画は、六

ヶ所サイクル施設の場合は半径５キロ以内、

その地域にある隣接市町村としては、六ヶ所

村、東通村、むつ市、横浜町において原子力

編を作成することとなっております。それ以

外の地域においては作成を要しないというこ

とになっておりまして、それに伴って、私ど

もの市としては、マニュアル対応というもの

はつくっておりませんし、計画というものも

つくっておりませんので、そういう観点から

は、先ほど再質問のときにお話し申し上げた

三沢市の役割としては、情報をいただく、そ

れを市民の皆さんに伝える、そういうことが

三沢市に求められている役割というふうに認

識しております。

以上です。

以上で、６番藤田○副議長（山本弥一君）

光彦議員の質問を終わります。

この際、午後３時まで休憩いたします。

午後 ２時５０分 休憩

────────────────

午後 ３時００分 再開

休憩前に引き続○副議長（山本弥一君）
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き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番鈴木重正議員の登壇を願います。

市民クラブの鈴木重○５番（鈴木重正君）

正でございます。

通告に従いまして、三沢市総合振興計画並

びに予算に関して質問いたします。

予算は、行政運営上、ある目的、目指すべ

き姿の実現に向かって有効な政策、施策、事

務事業を進めていくための最も重要な手段で

あり、自治体にとって毎年度の予算編成は大

変大切な作業となるわけでありますが、特

に、私は、三沢市総合振興計画前期基本計画

の中間年度、種市市長の手による３度目の予

算編成となります来年度予算、平成２２年度

の予算編成は、三沢市行政経営推進プラン策

定後はじめての予算編成であること。また、

先行き不透明な経済状況、政権交代による動

きなど、さまざまな観点から、これからの三

沢市にとって大変重要な、非常に意味を持つ

予算編成となるのではなかろうかと思ってお

ります。

昨年、基本理念を「人とまち みんなで創

る 国際文化都市」として、三沢市の今後１

０年間の新たなる行動指針となる三沢市総合

振興計画がスタートし、本年２月には、総合

振興計画の目標達成と目的成果志向による新

しい行政運営体制の確立を目指し、行政経営

の推進に向けた基本的な考え方と取り組みを

示した三沢市行政経営推進プランが策定さ

れ、計画の目標達成に向けて、計画、実行、

評価、改善の、いわゆるＰＤＣＡによるマネ

ジメントサイクルを柱とする行政経営システ

ムが構築されたところであります。

さらには、総合振興計画を迅速かつ効率的

に推進するために、行政組織にとって非常に

重要な政策機能と財政機能を統合し新たに政

策財政部を設置するなど、行政経営を推進し

ようとする体制は着実に整備されてきており

ます。

しかしながら、幾らよりよい仕組みが構築

されたとしても、その仕組みが効果的に、か

つ有効に機能しなければ何の意味も持たない

のではないでしょうか。最初が肝心と申しま

すが、三沢市行政経営推進プラン策定後、最

初の予算編成である平成２２年度予算編成に

当たっては、振興計画１年目、２年目の進捗

状況及びその成果、事務事業の必要性などを

検証するなど、その仕組みを最大限に機能さ

せ、予算を編成していく必要があるのであり

ます。

経済状況に目を向ければ、昨年来からの不

況の陰がいまだ色濃く残る中、政権が交代

し、第１次補正予算の執行が凍結され、半年

以上の経済対策空白期間が生じることとなっ

たのは御承知のとおりであります。先月には

デフレ宣言がなされ、これを裏づけるよう

に、１０月の全国消費者物価指数は前年同月

比２.２％の低下、また県内の有効求人倍率

は前月比０.０１ポイントマイナスの０.２８

倍となり、３カ月ぶりに全国最下位に転落と

いう極めて厳しい雇用情勢が続いておりま

す。

政府では、追加経済対策を盛り込んだ第２

次補正予算を来年１月の通常国会に提出する

としておりますが、地方にその予算が回って

くるのは、実質的に、どんなに早くても３月

以降となる対策であり、今後、さらなる景気

悪化も懸念され、景気の先行きが依然として

見えない状況である中、地方の自治体の財政

事情もまた引き続き非常に厳しい状況にあり

ます。賛否両論が渦巻く事業仕分け、子ども

手当の財源の地方負担などなど、今後の予算

に関する国の動きも非常に不透明であり、地

方には不安感が漂っている状況ではないで

しょうか。

このような状況であるからこそ、限られた

予算で、現状に即した、より効果的・効率的

なめり張りある予算の執行を考え、これまで

以上に、最少限の経費で市民の皆さんに最大

限の利益を生み出していくような予算を編成

していく必要があるものと思っております。

また、どのような形かは別といたしまして

も、これから進んでいくであろう地方分権・
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地域主権の流れに対し、しっかりと対応して

いくことが肝要であります。

いかに地域の実情を踏まえて、その政策、

施策、事務事業の必要性、優先度などを適切

に判断し、限られた予算の配分をいかに住民

のために、特色あるまちづくりのために使っ

ていくことができるのか、いかに住民の声を

吸い上げ、住民とともにまちづくりを進めて

いくことができるのか、今後は、より一層

個々の自治体の行政能力、質、責任が問われ

てくるものであると思っております。

以上の観点を踏まえまして質問いたしま

す。

まずはじめに、本年６月の第２回定例会に

おいて、国庫補助金の地域活性化・経済危機

対策臨時交付金として約１億８,６６０万円

について、歳入の増額がございました。この

交付金は、国の経済対策としての補正予算で

ありまして、使途が限定された、いわゆるひ

もつきの補助金ではなく、ある程度使い勝手

のよい予算であり、各自治体がそれぞれの実

情に応じ、特色ある事業を展開していくこと

ができるものであったかと思っております。

三沢市においても、本交付金を充当し、さ

まざま事業を実施しているところであります

が、その中で特に、いわゆる給付的な事業で

あります町内会活性化事業費補助金、協働の

まちづくり市民提案事業費補助金、地産地消

でわんぱく家族米支給事業の３事業につい

て、その目的、進捗状況及び事業の実施によ

り得られた効果、もしくは事業が進行中のも

のについては、得られるであろう効果につい

てお伺いいたします。

また、これらの各事業は、来年度も継続し

て実施するお考えかどうか、お伺いするもの

であります。

次に、昨年、三沢市総合振興計画が策定さ

れ、今年度が２年目となり、これまで着実に

計画が進んでいることと思いますが、来年度

には、前期基本計画の中間年度を迎えるわけ

でありまして、これまでのところの総合振興

計画前期基本計画の進捗状況についてどのよ

うにとらえられているのか、お伺いいたしま

す。

３点目といたしまして、総合振興計画の実

施に当たっては、行政活動の成果を評価・検

証し、継続的な改善を加えながら、より効率

的かつ効果的に基本計画を推進するために、

政策評価、施策評価、事務事業評価の三つの

評価から構成される新しい行政評価システム

を構築することとしており、まず今年度から

事務事業評価を実施することとしております

が、今年度実施した事務事業評価の結果はど

のようなものであったのでありましょうか。

また、その評価結果は、具体的にどのよう

に来年度の予算に反映されていくのか、お伺

いするものであります。

４点目でありますが、先ほど申し上げまし

たが、私はさまざまな観点から、来年度、平

成２２年度の予算編成は、これからの三沢市

にとって大変重要な、非常に意味を持つ予算

編成であると思っております。

そこで、平成２２年度予算の編成に当たっ

て、いかなる方針を持って臨むのか、お伺い

いたします。

最後に、種市市長から、よく選択と集中と

いう言葉を聞かせていただきますが、私は、

その言葉を聞くたびに、本当にすばらしい理

念だなといつも思っております。そして、そ

の意味を自分ながらに、行政運営上、市民の

皆さんのためにやりたいことはたくさんある

けれども、限られた財源の中で、ある目的、

目指すべき姿の実現に向かって、短期的、中

長期的、さまざまな視点から、必要性、優先

度などを適切に判断し、施策、事務事業を選

択していく、総花的ではなく、施策、事務事

業を集中させていく。すなわち、あれもこれ

もではなく、しっかりとした理念のもと、目

的に向かって、あれか、これかということだ

と理解しております。もちろん、選択と集中

の先には、特色ある三沢市、だれのためでも

ない、市民の皆さんのための三沢市づくりと

いうものがあるのでありましょう。

新年度予算の編成に当たっては、厳しい財



― 49 ―

政事情、経済情勢の中、また、予算に関する

国の動きも不透明な状況であり、情報収集等

も含めまして大変な御苦労、作業になると思

いますが、種市市長３度目の予算編成であり

ます。市長の強いリーダーシップのもと、選

択と集中により、市民の皆さんのためにすば

らしい予算が編成されますことを非常に期待

しているところでございます。

しかし、大変な苦労を重ね、選択と集中に

よりすばらしい予算が編成されても、その最

終的な姿しか見ることができなければ、いか

なる方針のもと、たくさんある事務事業の中

から何をどのように選択し、何に、どこに集

中し予算を編成していったのか、まことに残

念ながらその選択と集中の姿が市民の皆さん

にはわからない、見えないのであります。

そこで、市民の皆さんに選択と集中の姿が

わかるように、見えるように、予算の編成過

程を何らかの形で公表していくべきではなか

ろうかと思いますが、市長のお考えをお伺い

いたします。

以上で、私の質問を終わります。

ただいまの５番鈴○副議長（山本弥一君）

木重正議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの鈴木議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、平成２２年度の予算編

成については私から、その他につきましては

副市長ほか部長も含めてお答えさせますの

で、よろしくお願い申し上げます。

まず、２２年度の当初予算編成に当たりま

しては、予算編成方針及び事務事業評価の評

価結果をもとに策定した取り組み方針などか

ら、まさに今お話がございました選択と集中

を図り、これを的確に予算に反映するととも

に、各部が所管する各施策の現状のさまざま

な課題を踏まえながら、三沢市総合振興計画

のまちづくりの基本方針に沿った予算編成を

行うことといたしておるわけであります。

御質問の予算編成過程の市民への公表につ

きましては、事務事業評価から評価結果を踏

まえた各部における予算要求、そしてまた、

最終的な予算案の策定に至る一連の予算編成

過程がありますが、今年度におきましては、

事務事業評価結果及び評価結果に基づく各事

務事業の取り組み方針を公表することといた

しております。

また、今後におきましては、さらに予算編

成過程の透明性といいますか、市民に開かれ

た行政経営の推進を図る観点から、当初予算

の編成方針とともに、各部が当初予算の要求

に当たって定めた主要施策の取り組み方針等

の公表につきましても検討してまいりたいと

考えてございます。

なお、集中と選択等については、これから

当初予算の中で考え方を具体的に明らかにし

てまいりたいと思っております。

以上であります。

副市長。○副議長（山本弥一君）

御質問３点につい○副市長（大塚和則君）

てお答えいたします。

まず最初に、三沢市総合振興計画前期基本

計画の進捗状況に対する御質問にお答えいた

します。

平成２０年度から２４年度までを計画期間

とする三沢市総合振興計画前期基本計画につ

いては、主要な事業に対する実施計画を毎年

度策定し、本年度から実施しております新し

い行政評価システムを通じて、適切な進行管

理を行うこととしております。

この前期基本計画の進捗状況についてであ

りますが、主要な３９３事業のうち、平成２

０年度及び２１年度において実施または実施

予定の事業が３８０事業となっており、大部

分の事業において着手されております。

また、これらを前期基本計画の重点プラ

ン、具体的に申し上げますと、産業、雇用、

中心市街地活性化、広域観光などを構成する

活力のびやかプラン、保健、医療、福祉、子

育て支援などで構成する市民すこやかプラ

ン、市民、ＮＰＯ等との協働・連携、行政

サービスの向上などで構成する公共サービス

しなやかプラン、以上三つの重点プランに位
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置づけられている事業について見ますと、全

７２事業のうち６７事業が本年度末までに実

施または実施予定となっており、ほとんどの

事業が何らかの形で着手済みとなっておりま

す。

以上のことから、それぞれの事業内容や進

捗度は異なるものの、計画全体としては、各

取り組みが着実に実施されているものと考え

ておりますが、最終的には、事業の成果を重

視する観点から、行政評価における各事業や

施策の有効性などの評価に基づいて判断する

ことがより重要であると考えているところで

ございます。

次に、三沢市総合計画及び予算について、

事務事業評価についてお答えいたします。

事務事業評価につきましては、平成２１年

２月に作成いたしました三沢市行政経営推進

プランに基づき、各事業別にその効果を検証

するものであり、今後の政策・施策評価につ

ながる重要な位置づけを持つものでありま

す。

今年度の事務事業評価に当たっては、前期

基本計画の主要事業を構成する事務事業を対

象とし、担当課みずからが事業費に対する活

動実績、成果実績などを総合的に判断して、

ＡからＤ評価、４段階の自己評価を行い、さ

らに当該自己評価を、庁内でありますが、課

長級職員で組織する内部評価委員が検証する

ものであります。

評価件数４４１件中、自己評価、内部評価

ともに現状どおり事業を進めることが適当と

いうＡ評価となったものが２５６件、改善、

見直しが必要とされたＢまたはＣ評価が１７

５件、抜本的見直し、廃止が必要というＤ評

価は１０件となったところでございます。

さらに、自己評価または内部評価の結果が

Ｄ評価（廃止または見直し）となった１０

件、同じく、Ａ評価の中でも拡充という意見

が付された３件については、次年度の事業実

施方針を決定するに当たって、市内部の評価

のみならず、市民の視点を加え、当該事務事

業の必要性や効果などを検討するため、三沢

市行政改革推進委員会において、これは外部

の方でございますが、外部評価を実施したと

ころでございます。この外部評価の意見を受

け、最終決定機関であります行政経営会議に

おいて今後の取り扱い方針を定めるととも

に、ＢまたはＣ評価となった事務事業につい

ても、その評価結果を踏まえ、各部の取り組

み方針を取りまとめるとともに、これを来年

度予算において反映させることとしており、

今年度の事務事業評価の結果につきまして

は、市のホームページ、市役所情報公開コー

ナーにおいて公表する予定でございます。

最後になりますが、２２年度の予算の編成

方針についてお答えいたします。

我が国においては、今般発足しました新政

権の公約に沿った施策を盛り込んだ予算編成

に着手し、政策実現のために新たな財源を生

み出すとともに、事業仕分け等により、要求

段階から積極的な削減を行うこととしてお

り、国の予算や政策の方向性を今まで以上に

十分注視する必要があると考えております。

当市においても、歳入の根幹をなす市税を

はじめ、一般財源全体としては減少傾向が続

いており、先々の見通しが極めて不透明と

なっていることから、依然として厳しい財政

環境下に置かれていると認識しております。

このような状況の中で、平成２２年度当初

予算編成方針につきましては、将来世代への

持続可能な財政構造を確立することを目指

し、すべての事業に聖域を設けることなく、

さらなる精査により抜本的な見直しの徹底を

図り、行政経営推進プランにおける事務事業

評価の結果を的確に反映するとともに、行財

政改革との一体的な取り組みにより、三沢市

総合振興計画の基本理念であります「人とま

ち みんなで創る 国際文化都市」実現に向

け、まちづくりの基本方針に基づく施策の推

進を加速させるための予算編成を行うことと

しております。

以上でございます。

政策財政部長。○副議長（山本弥一君）

御質問の１○政策財政部長（澤口正義君）
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点目であります地域活性化・経済危機対策臨

時交付金のうち、①と②についてお答え申し

上げます。

国の経済対策の一つであります地域活性

化・経済危機対策臨時交付金が地方公共団体

へ交付されたことから、当市においても地域

の実情に応じた地域活性化等に資する事業と

して、町内会活性化事業と協働のまちづくり

市民提案事業を実施したものであります。

まず、町内会活性化事業でございますが、

町内会の活性化を図り、地域の連帯感をより

一層充実させ、身近な課題や問題を改善する

ことを目的としており、１１月末現在の実施

状況は、１１１町内会のうち８６町内会、事

業費で申し上げますと１,７９２万７,０００

円、進捗率で約８０％となっております。

事業内容といたしましては、これまで限ら

れた町会費では対応することができなかった

集会施設の軽微な修繕や行事用テント、防災

用備品、除雪機、町内会で管理するごみ集積

箱の購入などや、中には、盆踊りを復活させ

るために必要な機材等の購入に充てるなど、

地域住民の交流や連帯意識の向上に成果を上

げている事例もございます。また、二次的な

効果として、物品購入の大半が市内の商店か

ら購入されていることから、経済的な効果が

地元商店会へもたらされたものと考えており

ます。

今後は、事業終了後に町内会に対してアン

ケート調査を実施しまして、事業効果を検証

することとしておりますが、事業の継続につ

きましては、今後、国において同様の交付金

事業が行われるのかなど、その動向を注視

し、慎重に判断してまいりたいと考えており

ます。

次に、協働のまちづくり市民提案事業につ

いてお答えいたします。

当該事業は、市民によるＮＰＯやボラン

ティア等の活動及びまちづくり活動の推進を

図るため、各団体が自主的かつ主体的に企画

及び実施する広域性のある事業を補助するこ

とを目的として、１１団体に交付するもので

あります。

事業の選考に当たりましては、学識経験者

及び市職員の５名から成る委員で構成する審

査会において、応募団体からの事業説明を受

け、提案事業の趣旨や内容の審査を行い、決

定したところであります。

１１月末現在の進捗状況につきましては、

申請のありました１１事業のうち完了が４事

業、実施中が５事業、二つの事業が、今後、

平成２２年２月ごろの実施を予定しているも

のであります。

事業の内容といたしましては、市民の森で

のコンサートの開催や、斗南藩記念観光村で

のブルーベリー農園の設置など、公共施設を

有効活用した事業、ペットボトルツリーの製

作を市民参加で行う地域の活性化を目指した

事業、休耕田へ菜の花を植栽する環境美化を

推進する事業、さらには著名な講師による社

会教育問題についての講演会等も実施される

など、多様なまちづくりに参画していただい

たものであります。

このようなことから、当市総合振興計画に

掲げております協働のまちづくりをなお一層

推進するためにも、今後とも市民が自主的に

企画し、実施する事業を継続して支援するべ

く、前向きに検討してまいりたいと考えてお

ります。

私からは、以上でございます。

健康福祉部長。○副議長（山本弥一君）

続きまし○健康福祉部長（米田光一郎君）

て、地産地消でわんぱく家族米支給事業につ

いてお答えいたします。

この事業は、当市の生活安全対策として、

子供を多く持つ子育て中の家庭を支援すると

ともに、あわせて地元産米の消費拡大を図る

ことを目的としており、本年１１月１日から

来年の２月２７日にかけて、子供が３人以上

いる世帯に対し、地元産米まっしぐらを４５

キログラム支給するものであります。

進捗状況ですが、本年１０月１日現在にお

いて当市に住所があり、かつ前回対象となっ

た子供が４人以上いる世帯を除いた６３０世
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帯が対象となっており、１１月末現在におけ

る申請は５００世帯で、７９％の方が申請さ

れている状態であります。

事業の効果でありますが、事業開始からわ

ずか１カ月で７９％の世帯が申請されている

状況を見ましても、本事業に対する評価は高

く、好感を持って受け入れられているのでは

ないかと考えております。

安心して子育てできる社会の実現に向け、

その一端を担うためにも、限られた財源では

ありますが、来年度も本事業の実現に向けて

努力してまいりたいと考えております。

以上であります。

５番。○副議長（山本弥一君）

再質問させていただ○５番（鈴木重正君）

きます。

先ほど副市長から、事務事業評価の結果、

予算への反映ということで、るる御説明をい

ただきまして、市長から、予算編成過程の公

表ということを御答弁いただきましたが、ま

ず、予算編成過程の公表で、今年度は、先ほ

ど副市長が御説明していただきました事務事

業評価の結果、及び、外部評価を実施して予

算への反映という形になるという御説明で、

そこまでは今年度公表すると、ホームページ

なり何なりでそこまでは公表すると。それ以

降について、そのほかのものについては、来

年度以降検討という趣旨の御答弁だと私は理

解したのでありますが、その先について。

要は、事務事業評価の結果。それは、もち

ろん最初から公表することです。公表ありき

でやっています、もちろん。それが予算へど

のような形で反映されるかという部分まで

は、今年度公表はしますよと。その先の部分

なのですけれども、それは、今年度そこまで

公表するという検討は進められないものなの

かどうか、そこをまず１点お伺いしたいと思

います。

次に、もう一つ、地域活性化・経済危機対

策臨時交付金ということで、私はなぜこうい

うことを質問したかというと、一般論とし

て、給付型の事業というのは、住民の方とい

うか、給付を受ける方にとっては非常にあり

がたい事業なのです。不評というのはなかな

か考えにくい事業だと思います。要は、言葉

はあれですが、「米を上げます」「いや、困

ります」と言う方はなかなかいないのではな

いのかなと。なので、まず好評というのはも

ちろんのことだと思います。そうなると、目

的というのがきちんとしているかどうか。か

つ給付型の事業でありますので、これは１回

限りで済むか済まないかというところがまた

ポイントだと思います。たまたま経済危機対

策臨時交付金という国の補正予算が、今年度

はつきました。来年度以降どうなるかわかり

ません。

そういう中で、もともとしっかりと目的と

いうのがあるわけですから、協働のまちづく

り、市民提案型事業でいけば、今、三沢市が

掲げております「人とまち みんなで創る

国際文化都市」という基本理念に基づいて協

働のまちづくり。そのために、市民も参加し

て住民の方とともにやる。その手助けの一助

として、財源的な負担を市がしていくよとい

う制度だと思いますので。

あともう一つは、ことしいきなりといいま

すか、降ってわいたお金でやったわけであり

ますので、中身のほうも短期間の中でなかな

か詰められない部分等もあったと思いますけ

れども、来年度、前向きに実施を検討すると

いう中においては、先ほど言われたとおり、

ぜひその結果を検証して、かつ、協働のまち

づくりという中でその事業が継続性を有し

て、協働のまちづくりにこれからも役に立

つ、そういった成果が見られるかどうかとい

うところも含めまして、学識経験者と市役所

の職員の方５名の審査会ですか、そういった

ところで内容を精査して、より有効的にこの

システムが活用できるように考えていくべき

ではなかろうかと思います。そのあたりのこ

とを御答弁いただけますでしょうか。

あと、地産地消でわんぱく家族米支給事業

につきましても、来年度も継続してやる努力

をしていただけるということでありまして、
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これもまた非常に私はいい事業だなと。子育

て支援をしつつ地産地消も兼ねているという

ことで、非常に評価しているところでありま

す。

これについても、今３人以上４５キロの支

給ということでありますけれども、三沢市の

現状も含めて、かつ、あくまでもこの趣旨と

いうのは生活経済支援ではないわけですよ

ね、子育て支援なのです。そこをしっかりと

考えたときに、では、３人以上でいいのか。

かつ、子育て支援という大きな政策の中でい

ろいろな施策があると思うのですけれども、

その中の一つとして、どちらかというと、子

育ての中の経済的な部分を負担しましょうと

いう制度というか、目的だと思いますので、

そのあたりも、今後、中身をしっかりと精査

していただいて、ぜひ来年度も継続していた

だけるように努力していただきたいと思いま

すが、そのあたりのお考えをいま一度御答弁

いただけますでしょうか。

以上です。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

副市長。

鈴木議員さんの再○副市長（大塚和則君）

質問にお答えします。

公表の関係でございますが、これは、事務

事業評価から施策評価から政策評価という段

取りを踏んで、５年後に政策評価になってき

ます。その過程はすべて公表する。これは当

然のことでございます。

それから、それを予算にどう反映させてい

くのかという過程のお話だろうと、変遷です

ね、過程のお話だろうと思いますが、どのよ

うな予算を。

これは非常に膨大な資料でございますの

で、先ほど市長からもお答えいたしました

が、各部でこの評価結果を踏まえて、主要施

策取り組み方針というものを策定しておりま

す。例えば、政策財政部におきますと、公共

交通の利便性の向上を目標に掲げています。

これについて予算化をどうやっていくのか、

こういうことに集中的に来年度は向かってい

きましょうと、そのほかにもありますが。そ

ういう各部の取り組み方針についての公表

を、今年度は考えていきたいなと。そうする

と、各部では、どういうところを重点的に、

集中的に来年度の予算に向けていくのかとい

うところが見えると思います。

そのほかの予算全体の編成過程について

は、今後どういう公表の仕方があるのか、そ

ういうことをいろいろ研究しながら進めてい

きたいなというふうに思います。

以上です。

政策財政部長。○副議長（山本弥一君）

協働のまち○政策財政部長（澤口正義君）

づくり市民提案事業に関する再質問にお答え

申し上げます。

ただいま議員さんから非常に貴重な御意見

を、アドバイスをいただきました。当然のこ

とのように、このように財政的に大変厳しい

中で、振興計画に掲げております協働のまち

づくりというものを確実に達成するために

は、おっしゃられるようなことを徹底してや

らなければならないわけでございます。

したがいまして、先ほど私が前段で御答弁

申し上げました審査員のことも含めまして、

より効果的なものを上げるために、市の職員

を排除して、全く外部の委員で審査・選択し

てもらうということ等も含めまして、今後、

有効な事業としてまいりたいと考えておりま

す。よろしくお願いいたします。

健康福祉部長。○副議長（山本弥一君）

わんぱく○健康福祉部長（米田光一郎君）

家族米のことについての再質問にお答えいた

します。

この事業の効果といたしましては、子育て

に大変安心感を与えたと、一言で言うと、こ

ういうことになると思います。

来年度以降のことですが、単費対応となる

可能性もあるものですから、内容そのものは

なるべく変えない方向でいきたいのですが、

しかし、対象世帯とか配付する米のキロ数と

か、それについては十分精査して、内部で議

論を尽くしながらやっていきたいと考えてお
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ります。

以上であります。

以上で、５番鈴木○副議長（山本弥一君）

重正議員の質問を終わります。

─────────────────

本日は、これを○副議長（山本弥一君）

もって散会します。

なお、明日も引き続き一般質問を行いま

す。

午後 ３時４３分 散会


